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第２章　瑕疵保証検査要領

第１節　瑕疵保証検査要領
２.１.１　瑕疵保証検査項目
既存住宅保険の瑕疵保証検査は、次ページの表２-２に掲げる「構造別瑕疵保証検査項目」を対象に行う。

２.１.２　検査の方法及び時期
（１）　瑕疵保証検査は「瑕疵保証検査基準」に適合していることを、目視、計測又は打診等（施工確認図書を含む）にて確認することにより行う。また、戸建住宅のうち、｢防水補修基準｣に適合する工事を実施した住宅は、｢防水補修基準｣に適合していることをあわせて確認する。
　　　　なお、瑕疵保証検査は、特別な記載がない限り、歩行その他の通常の手段により移動できる位置において、瑕疵保証検査の対象となる部位等のうち仕上材及び移動が困難な家具等により隠蔽されている部分以外の部分について行うこととしている。検査が困難な項目があった場合は、当該検査項目及びその事由を瑕疵保証検査チェックシートの備考欄に記入すること。

（２）　既存住宅保険の瑕疵保証検査の回数及び時期は、表２-１の通りとする。検査回数は、構造、階数に係わらず１回～３回とし、検査時期が改修工事の内容等によって異なることに注意すること。

　　表２-１　瑕疵保証検査の回数及び時期
	構造
階数
	検査
回数
	検査時期等

	
	
	改修等の条件
	検査時期

	構造・階数に関わらず一律
	3回
	申込住宅が買主に引き渡される前に当該住宅に対するリフォーム工事が行われる場合であって、当該工事が構造耐力上主要な部分についての新設又は撤去を含む場合
	①着工前
②当該工事の完了時であって当該部分の構造躯体が露出する時点
（当該工事が複数実施される場合はそのいずれか）
③工事完了後

	
	2回
	上記以外のリフォームを行う場合
	①着工前
②当該工事完了後、引渡前まで

	
	1回
	リフォーム工事を行わない場合
	引渡前まで



　（３）　瑕疵保証検査は保険申込後に行うが、下記いずれかの検査機関の場合は、保険申込前に瑕疵保証検査を行うことができる。

・登録住宅性能評価機関
　　　　　・建築士事務所登録を行っている事業者であり、瑕疵保証検査をするものが既存住宅状況調査技術者（保険協会に登録された既存住宅現況検査技術者を含む）であること。

２.１.３　瑕疵保証検査項目の省略
　　申請住宅が｢評価書等活用型住宅｣｢平成11年５月以降建築確認｣｢長期修繕計画あり｣の条件を満たす場合、それぞれ表２-3の通り瑕疵保証検査の一部を省略することができる。
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２．１．５　瑕疵保証検査要領
　既存住宅保険の瑕疵保証検査要領を以下に掲げる。
（１）瑕疵保証検査要領の位置づけ
瑕疵保証検査要領は、瑕疵保証検査の手順や方法について具体的に説明したものである。瑕疵保証検査員は、瑕疵保証検査要領に従い劣化状況等を確認し、結果をチェックシートに記入する。
瑕疵保証検査は、目視・計測又は打診等により確認するが、これらの方法により確認できない部分においては、書類、瑕疵保証検査立合者へのヒアリング等により確認する。
（２）瑕疵保証検査要領の記載内容等
①表の各欄
・「部位」：対象の検査部位（各構造共通）を示す。
・「構造･規模・仕上等」：構造（木造、ＲＣ造（SRC造、ＣＢ造を含む）、Ｓ造）、規模（小規模（※１）、大規模（※２））及び仕上（乾式・湿式仕上、タイル仕上等）を示す。
・「確認項目」：確認対象の具体的項目を示す。
・「検査方法」：瑕疵保証検査方法の計測、目視、打診又は触診・操作確認の区別を示す。「施工状況検査」の場合は書類（施工確認図書）を含む。
　　　　　　　 ：建設住宅性能評価等の検査結果がない場合における「非破壊検査会社」は当会社の委託を受けた検査会社が行う。
　　　　　　　 ：建設住宅性能評価等の検査結果がある場合における「瑕疵保証検査員」は瑕疵保証検査員が非破壊検査を行う。
・「準拠基準」  ：適否の判断の根拠となる瑕疵保証検査基準の該当条文を示す。
瑕疵保証検査要領の例
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②「確認内容・検査方法」欄
・瑕疵保証検査項目及び確認項目ごとに、確認する内容と具体的な検査方法等について説明している。
③「備考」欄
・用語の解説、関連する基準などの参考となる技術情報を記している。
　
　（※１） 小規模：階数３以下（地階を含む）であり、かつ床面積が500㎡未満の既存住宅をいう。
（※２） 大規模：上記（※１）以外のものをいう。


（３）用語の解説

〈評価書等活用型住宅〉
新築時に以下①～④の検査を実施しており、その検査結果が存する住宅を｢評価書等活用型住宅｣という。
①品確法に規定する建設住宅性能評価に係る現場検査
②機構が実施した住宅瑕疵担保責任保険（任意保険含む）に係る現場検査
③機構が実施した住宅性能保証制度に係る現場審査
④建築基準法第７条の規定による建築物に関する完了検査（昭和56年６月１日以降に建築確認
を受けた建築物又は耐震改修の促進に関する法律第８条第３項の規定による建築物の耐震改修の計画の認定を受けた建築物）

評価書等活用型住宅は新築時に一定水準の検査を受けていることから、経年による劣化が生じないと考えられる部位に係る検査を以下の内容とすることで、検査を省略・合理化することとする。
（a）｢鉄筋の本数及び間隔｣の検査を省略する
（b）大規模な鉄筋コンクリート造及び鉄骨鉄筋コンクリート造における「コンクリートの圧縮強度」の試験は、保険申込住宅の専用部分の内壁及び外壁にて１箇所ずつ※１とし、現場検査員が行う
　※１：当該専用部分で検査が実施できない場合、住棟内において、１箇所検査する。
（c）構造耐力主要な部分（構造部分に係る部位）の現場検査部位は、保険対象住戸の専用部分を重点的に行うこととし、共用部分は外壁と基礎のみを対象とする
（d）「雨水の浸入に係る部位（防水部分に係る部位）」の現場検査部位は、屋根及び保険対象住戸の外壁を対象とする
　　以上により、評価書等活用型住宅の検査内容は、保険対象住戸を重点的に検査し、特に共同住宅においては戸単位での取り扱いを想定した検査内容となる。

〈住戸型検査〉
既存住宅状況調査方法基準（平成２９年２月３日）に定める「住戸型調査」に準じて、対象住宅が共同住宅である場合に、対象住戸の位置により共用部分の検査箇所が決定される検査をいう。
これまでの瑕疵保証検査の区分（「通常」または「評価書等活用型住宅」）について変更するものではなく、「通常」の瑕疵保証検査において、評価書等活用型住宅とは別に「住戸型検査」を行うことを可能とするもの。（この「住戸型検査」は「既存住宅状況調査方法基準」に定められた方法を示すものであり、この方法によらない場合は、検査項目別の判定がすべて適合であっても瑕疵保証検査合格として保険引受は行えない（不可となる）。）
　　
〈通常〉
　　評価書等活用型住宅以外の住宅を言う。大規模のRC造及びS造の場合を例にすると、評価書等活用型住宅は特に保険対象住戸を重点的に検査することとしているが、通常申込の住宅の場合は、建物を棟として取り扱い、現場検査についても住棟全体を検査対象として行う。これにより、建物全体を想定した検査内容となる。
59
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	確認内容・検査方法

	《《1.1～1.5共通》》
それぞれの確認項目について、基礎の仕上面を目視等により確認を行う。外部は、基礎の立上り外周部で目視可能な範囲とし、内部は床下点検口等から覗き込んで目視可能な範囲で確認する。
・床下点検口等がない場合は、床下収納庫等から覗き込むことが可能かどうか、事前に確認する。
この場合、撤去・復旧等の工事は保険申込者が行うこととする。やむを得ず内部が確認できない場合は、外周部を入念に確認する。
●化粧モルタル等の仕上げが施してある場合には、基礎のコンクリート躯体には劣化事象等がないこともあるので注意する。

以下の劣化事象等が確認された場合は、指摘を行い、指摘箇所を立面図又は平面図へ記入する。
《1.1　幅0.5㎜以上のひび割れ》
《1.4　さび汁を伴うひび割れ、欠損》（エフロレッセンス（白華）を含む）
ひび割れの有無を確認する。ひび割れがある場合は、さび汁を伴っていないかどうかを確認し、クラックスケール又はテーパーゲージを使い、ひび割れの幅を計測する。
さび汁を伴うひび割れが確認された場合又はさび汁の有無に関わらず0.5㎜以上のひび割れが確認された場合は、指摘箇所とひび割れ幅（㎜）及びひび割れ長さ（㎜）を併せて立面図又は平面図へ記入する。
木造住宅においては、床下換気口まわりや隅角部は、ひびが入りやすいので特に注意する。
ＲＣ造においては、エフロレッセンスの有無を確認する。
●さび汁を伴うような著しいセパレーターの錆は劣化事象等に該当する。
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	確認内容・検査方法

	《1.2　深さ20㎜以上の欠損》
欠損の有無を確認する。欠損がある場合は、テーパーゲージ又は定規をあて欠損の深さ、大きさを計測し、20㎜以上の欠損がある場合は、指摘を行い、指摘箇所と併せて欠損深さ（㎜）を立面図又は平面図へ記入する。
《1.3　コンクリートの著しい劣化》
コンクリートの劣化状況を確認する。コンクリートの劣化（コンクリートがボソボソして、風化しているような状態）がある場合は、パルハンマーで軽く叩き、コンクリートが容易に崩れる場合は、指摘を行う。幅0.5mm未満のひび割れや深さ20mm未満の欠損が広範囲に及んでいる場合も指摘を行う。
●ジャンカ（豆板）はコンクリートのかぶり厚さが不足している状態となっていることから、ひび割れや欠損と同様に劣化事象等に該当する。

《1.5　鉄筋の露出》
コンクリートの仕上面に鉄筋が露出していないことを確認する。鉄筋が露出していた場合は、指摘を行う。
























	備考
	· 基礎にひび割れがある場合には、地盤の不同沈下が発生している可能性があるため、建物全体の外観、外壁、室内の床や柱、内壁の傾斜に十分注意して確認する。
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	確認内容・検査方法

	《《1.6～1.7共通》》
木造小規模住宅（通常）である場合、1.1～1.5の検査項目に指摘があった場合に限り1.6～1.7の非破壊検査（鉄筋探査）を実施する。
木造大規模住宅（通常）である場合、1.6～1.7の非破壊検査（鉄筋探査）を実施する。
木造住戸型検査の場合も同様とする。

Ｓ造小規模住宅（通常）である場合、1.1～1.5の検査項目に指摘があった場合に限り1.6～1.7の非破壊検査（鉄筋探査）を実施する。
Ｓ造大規模住宅（通常）である場合、1.6～1.7の非破壊検査（鉄筋探査）を実施する。
Ｓ造住戸型検査の場合非破壊検査（鉄筋探査）は省略できる。

評価書等活用型住宅においては非破壊検査（鉄筋探査）は省略できる。
鉄筋探査は瑕疵保証検査員が実施し、測定結果は非破壊検査記録表に記録する。

《1.6　立上りの縦筋間隔》木造・Ｓ造（4.3.4　要領Ａ参照）
建物外周部の張間方向及びけた行方向について各１箇所、鉄筋探査を行う。測定作業に支障のない箇所、また、雨天時においてはできるだけ雨水で濡れていない箇所を選定する。
鉄筋探査機を用いて、縦筋4ピッチ（５本）程度の範囲で、各ピッチの間隔を計測し、その平均値を瑕疵保証検査チェックシート別紙に、探査位置を立面図に記入する。
本数が設計図書又は法令上どおりで、配置のピッチ誤差が平均＋３０％以下なら可とする。

《1.7　底盤の鉄筋間隔》木造・Ｓ造（4.3.4　要領Ａ参照）
底盤（1ヵ所）の鉄筋探査を行う。鉄筋探査機を用いて、短辺・長辺方向の鉄筋4ピッチ（５本）程度の範囲で、各ピッチの間隔を計測し、その平均値を瑕疵保証検査チェックシート別紙に、探査位置を平面図に記入する。
本数が設計図書又は法令上どおりで、配置のピッチ誤差が平均＋３０％以下なら可とする。



	備考
	（※１）平成１２年建設省告示　第1347号（建築物の基礎の構造方法及び構造計算の基準を定める件）を参照。
また、無筋コンクリート造の場合は、地盤の長期に生ずる力に対する許容応力度が７０kN/㎡以上であって、密実な砂質地盤その他著しい不同沈下等の生ずる恐れのない地盤であることを確認する。


	確認内容・検査方法

	1.7検査例


1.6検査例














《1.8、1.9共通》　
構造躯体のコンクリート圧縮強度のついて、構造耐力上問題のある不足がないことを、
JIS A 1155「コンクリートの反発度の測定方法」又はJIS A 1107による試験方法で確認する。
反発度の測定結果から算出されたコンクリートの圧縮強度を新築時の設計図書と照合する。
設計図書がない場合は年次別材料強度参考値（※2）を基準に判断する。

《1.8コンクリート圧縮強度》Ｓ造大規模　（4.3.4　要領Ｅ－１参照）
瑕疵保証検査員が基礎（立上り部分を含む）についてコンクリート圧縮強度の試験を行う。検査箇所は建物の南面及び北面の各1箇所とする。

《1.9コンクリート圧縮強度》ＲＣ造大規模　（4.3.4　要領Ｂ参照）
非破壊検査会社が基礎のコンクリートの反発度の測定を行う。
検査の対象部位及び箇所数は、最下階、中間階及び最上階のそれぞれ南面及び北面から１箇所ずつとする（第４章第３節：非破壊検査要領参照）。
検査方法はJIS A 1155「コンクリートの反発度の測定方法」に従うものとし、検査は機構の委託を受けた非破壊検査会社が行う。
JIS A 1155による試験の結果、一定以上のコンクリート圧縮強度の不足が見られる場合は
JIS A 1107により試験を行うものとする。
　瑕疵保証検査項目の省略：評価書等活用型住宅及び住戸型検査の場合、当該検査項目は省略できる。

《1.10著しい蟻害・腐朽等又は腐食》木造・Ｓ造
　基礎外周部及び床下空間から、基礎を目視し、蟻道、蟻土の有無を確認する。これらの事象が確認された場合は、指摘を行う。
蟻道は通常、砂が盛り上がったように、ほぼ垂直に上下方向にできている。床下に湿気がたまっていたり、腐った木片などが床下や家の周囲に放置されている住宅は、蟻害がおきている可能性が高いので特に注意する。
また、外部に床下換気口が物品等で隠されているときは、蟻害の他、腐朽菌による被害を受けている場合があるので、注意を要する。
Ｓ造の場合、著しい腐食の有無を確認する。これらの事象が確認された場合は、指摘を行う。


	
	（※2）材料強度参考値
	建設年次
	～1957年
	～1962年
	～1972年
	1973年～

	材料強度
（Ｎ／㎟）
	13.5
	15.0
	18.0
	21.0


　　　　日本建築防災協会発行
　2001年改訂版　既存鉄筋コンクリート造建築物の耐震診断基準・同解説より
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	確認内容・検査方法

	《《2.1～2.2共通》》
本確認項目は、床下点検口等から懐中電灯等を使用し、覗き込んで目視可能な範囲で確認する。
（床下点検口等がない場合は、床下収納庫の撤去や、新たに点検口を設けることを検討する。なお、点検口等の新設及び復旧は保険申込者が行うものとする。やむを得ず床下が確認できない場合は、外周部を入念に確認する。また、換気口がある場合は覗き込んで確認する。）

以下の事象を確認した場合は、指摘を行い、指摘箇所を立面図又は平面図へ記入する。
《2.1　著しいひび割れ、劣化、欠損》木造・S造
床下空間から、できる限りの範囲で土台・床組を目視し、著しいひび割れ、劣化、欠損の有無を確認する。これらの事象が確認された場合は、指摘を行う。
土台又は床組の接合部に構造上問題となる割裂が生じている場合、接合金物が著しく腐食している場合も該当する。

《2.2　著しい蟻害・腐朽等又は腐食》木造・S造　
床下空間から、できる限りの範囲で土台・床組を目視し、著しい蟻害・腐朽の有無を確認する。これらの事象が確認された場合は、指摘を行う。（※１）
蟻道は通常、砂が盛り上がったように、ほぼ垂直に上下方向にできている。床下に湿気がたまっていたり、腐った木片などが床下や家の周囲に放置されている住宅は、蟻害がおきている可能性が高いので特に注意する。
また、外部に床下換気口が物品等で隠されているときは、蟻害の他、腐朽菌による被害を受けている場合があるので、注意を要する。
Ｓ造の場合、著しい腐食の有無を確認する。これらの事象が確認された場合は、指摘を行う。
[image: ]








Ｓ造の木製床組


	
備考

	（※１）結露による腐朽（結露が確認できた場合を含む）や蟻害は保険対象外であるが、瑕疵保証検査では指摘を行う。
もともと、検査時に既に発生しているか、保険証券発行後に新たに発生したかに関わらず保険対象外である。本検査項目は、保険証券発行後に被保険者から「蟻害が発生した（していた）。保険を使い修補したい。」などの勘違いを減らす目的もある。
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	確認内容・検査方法

	《共通》以下の事象が確認された場合は、指摘を行い、指摘箇所を平面図へ記入する。
《3.1　著しいひび割れ、劣化又は欠損》
原則として全ての部屋、廊下において、床を目視し、著しいひび割れ、劣化又は欠損（※１）の有無を確認する。
（※１）木造の場合は、仕上材のひび割れが下地材まで到達したり、下地材が露出している状態。
ＲＣ造の場合は、幅が0.5㎜以上のひび割れ、深さ20㎜以上の欠損及び幅0.5㎜、深さ20㎜に満たない場合でも広範囲に及んでいる状態、また、さび汁やエフロレッセンスを伴うひび割れ又は欠損、鉄筋の露出の事象。
《3.2　6/1,000以上の勾配の傾斜》
原則として全ての部屋、廊下において、スチールボールを床に置いて転がり具合を確認する（畳、絨毯が敷いてある部屋は行わないことができる）。数回試みてスチールボールが一定方向に勢いよく転がる場合又は歩いた時の感覚などにより著しい傾斜が感じられた場合は、レーザーレベルを使用して傾斜を計測する。
「6/1000以上の傾斜」の勾配の傾斜が確認された場合は、指摘を行い平面図に測定位置及び傾斜を記録する。




参考（床勾配の計測方法参照）
〈レーザーレベルの使い方〉
1 最も傾斜が大きいと思われる場所の両端（約3mの間隔とする。）にレーザ－光線が照射されるよう計測器を設置する。
2 壁際の傾斜を測定する場合は、壁に投影された光線と床と測定位置の両端の高さ及びその間の距離を計り、傾斜を計算する。
3 室内中央部の傾斜を測定する場合は、フローリング等の目地やコンベックスを利用して測定位置を想定し（必ず直線とする。）、測定位置の両端の高さ及びその間の距離を計り、傾斜を計算する。
〈水平器の使い方〉
1 　最も傾斜が大きいと思われる場所の間隔（約3m）を３箇所程度計測し、その平均値（勾配）を確認する。



	確認内容・検査方法
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水平器はデジタル表示付が望ましい。
《3.3　著しい沈み》木造・Ｓ造
　 検査員の自重により、床の表面が明らかに凹型に変形する状態か、又は目視により凹型に変形していることが明らかな状態かを確認する。

《3.4著しい蟻害・腐朽等、腐食》木造・Ｓ造
木造の場合、各階部屋の床を目視し、著しい蟻害・腐朽の有無を確認する。
Ｓ造の場合、著しい腐食の有無を確認する。これらの事象が確認された場合は、指摘を行う。
《3.5　床スラブの鉄筋間隔》RC造　小規模 （瑕疵保証検査員）（4.3.4要領Ｃ－１参照）
基礎に係る検査項目1.1～1.5で劣化事象等があった場合、瑕疵保証検査員は、最下階、中間階及び最上階において、床・柱・梁・外壁のそれぞれ２箇所について、鉄筋探査の非破壊検査を実施する。鉄筋の本数及び間隔については、新築時の設計図書と照合する。設計図書がない場合は、新築時の法令上の規定（※１）を参考にして判断する。壁式構造で有る場合は床と外壁のみを対象とすることができる。

　瑕疵保証検査項目の省略：評価書等活用型住宅及び住戸型検査の場合、当該検査項目は省略できる。
《3.６　床スラブの鉄筋間隔》RC造　大規模 （非破壊検査会社）（4.3.4要領Ｃ参照）
鉄筋の本数及び間隔については、新築時の設計図書と照合する。設計図書がない場合は、新築
時の法令上の規定（※１）を参考にして判断する。
コンクリート面が露出している床（和室のように畳等の仕上材を剥がせる床を含む）又はそれに準じる床（例：フローリング直張りの床）の鉄筋探査を行う。
検査の対象部位及び箇所数は最下階、中間階及び最上階のそれぞれ２箇所ずつとする。
検査方法は鉄筋探査機を用いて、短辺・長辺方向の鉄筋4ピッチ（５本）程度の範囲で、各ピッチの間隔を計測し、その平均値をチェックシートに、探査位置を平面図に記入する。
本数が設計又は法令上どおりで、配置のピッチ誤差が平均＋３０％以下なら可とする。

　瑕疵保証検査項目の省略：評価書等活用型住宅及び住戸型検査の場合、当該検査項目は省略できる。


	備考
	· 鉄筋探査を行う場合は、仕上材に傷等をつけないよう、養生シート等を施すこと。
（※１）建築基準法施行令　第77条の２（床版の構造）の規定を参照。
（抜粋）
　　　　床の場合、短辺方向において＠200以下、長辺方向において＠300以下で、かつ、床版厚さの３倍以下とする。
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	確認内容・検査方法

	《《4.1～4.5共通》》
以下の事象が確認された場合は、指摘を行い、指摘箇所を平面図へ記入する。

《4.1　著しいひび割れ、劣化、欠損》木造・Ｓ造・ＲＣ造共通
原則として全ての部屋、廊下において、柱・梁を目視し、著しいひび割れ、劣化又は欠損（※１）の有無を確認する。
（※１）木造の場合は、断面が不足している木組みや設備工事等で構造材に過度な切込が生じている状態。ＲＣ造の場合は、幅が0.5㎜以上のひび割れ、深さ20㎜以上の欠損及び幅0.5㎜、深さ20㎜に満たない場合でも広範囲に及んでいる状態、また、さび汁やエフロエッセンスを伴うひび割れ又は欠損、鉄筋の露出の事象。

《4.２　柱の6/1,000以上の勾配の傾斜》木造・Ｓ造
　原則として全ての部屋、廊下において、簡易な下げ振り等（糸に５円玉を結びつけたものや、水平器等）により柱の傾斜の状況を確認する。なお、家具の配置や仕上げ材の種類等により、計測ができない部屋についてはその旨を記録する。
傾斜が一定以上確認された場合は、レーザーレベルを使用して傾斜を計測する。「6/1000以上の傾斜」の勾配の傾斜が確認された場合は、指摘を行い平面図に矢印で測定位置及び傾斜を記録する。

参考〈レーザーレベルの使い方〉
2 傾斜が発見された場合は、その部屋の最も大きいと思われる場所に垂直方向のレーザ－光線が照射されるよう計測器を設置する。（計測しようとする柱から水平方向に１０㎝程度、レーザー光線を当てる壁から50㎝以上離して置く。柱の場合は正面に置いて計測しても良い。）
3 測定位置の両端（約２ｍの間隔（上下）とする。）の柱からの離れ及びその間の距離を計り、傾斜を計算する。

〈水平器の使い方〉
①　最も傾斜が大きいと思われる場所の間隔（上下約２m）を３箇所程度計測し、その平均値（勾配）を確認する。







	確認内容・検査方法

	《4.３　柱の著しい傾斜》ＲＣ造
原則として全ての部屋、廊下において、柱を目視し、著しい傾斜の有無を確認する。著しい傾斜が有った場合、指摘を行う。
なお、「著しい傾斜」とは、「6/1000以上の傾斜」を目安とするが、他の柱や壁などと比較するなどにより総合的に判断することが望ましい。判断が難しい場合は、下げ振り（糸に５円玉を結びつけたものなど簡易なもので可）等を用い傾斜を計測する。

《4.４　梁の著しいたわみ》木造・Ｓ造
各階部屋の梁を目視し、著しいたわみの有無を確認する。著しいたわみがあった場合は、指摘を行う。

《4.５　著しい蟻害・腐朽等又は腐食》木造・Ｓ造
木造の場合、各階部屋の柱・梁を目視し、著しい蟻害・腐朽の有無を確認する。
Ｓ造の場合、著しい腐食の有無を確認する。これらの事象が確認された場合は、指摘を行う。
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	確認内容・検査方法

	《4.6　柱・梁の鉄筋の間隔》RC造　小規模（瑕疵保証検査員）要領Ｃ－１参照
基礎に係る検査項目1.1～1.5で劣化事象等があった場合、瑕疵保証検査員は、最下階、中間階及び最上階において、床・柱・梁・外壁のそれぞれ２箇所について、鉄筋探査の非破壊検査を実施する。鉄筋の本数及び間隔については、新築時の設計図書と照合する。設計図書がない場合は、新築時の法令上の規定（※１）を参考にして判断する。壁式構造の場合は、床と外壁のみを対象とする。

瑕疵保証検査項目の省略：評価書等活用型住宅及び住戸型検査の場合、当該検査項目は省略できる。

《4.７　柱・梁の鉄筋の間隔》RC造　大規模（非破壊検査会社）要領Ｃ参照
鉄筋の本数及び間隔については、新築時の設計図書と照合する。設計図書がない場合は、新築時の法令上の規定（※１）を参考にして判断する。
コンクリート面が露出している柱及び梁（塗装及びクロスなど薄い仕上げが施されている柱及び梁を含む）の鉄筋探査を行う。
検査の対象部位及び箇所数は最下階、中間階及び最上階のそれぞれ２箇所ずつとする（第４章第３節：非破壊検査要領参照）。
鉄筋探査機を用いて、柱の場合は帯筋4ピッチ（５本）程度の範囲で、梁の場合は肋筋4ピッチ（５本）程度の範囲で、各ピッチの間隔を計測し、その平均値をチェックシートに、探査位置を平面図に記入する。
本数が設計又は法令上どおりで、配置のピッチ誤差が平均＋３０％以下なら可とする。

瑕疵保証検査項目の省略：評価書等活用型住宅及び住戸型検査の場合、当該検査項目は省略できる。












	備考
	· 鉄筋探査を行う場合は、仕上材に傷等をつけないよう、養生シート等を施すこと。
（※１）
建築基準法施行令　第77条（柱の構造）及び第78条（はりの構造）の規定を参照。
（抜粋）柱の帯筋の場合、＠150以下で、かつ、最も細い主筋径の15倍以下とする。
　　　　梁の肋筋の場合、梁の丈の3/4以下とする。
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	確認内容・検査方法

	《5.1～5.２共通》
室外より外壁全体を目視し、それぞれの検査項目を確認する。以下の事象が確認された場合は、指摘を行い、指摘箇所を立面図へ記入する（※１）。

瑕疵保証検査項目の省略：以下の条件を全て満たす場合、当該検査項目は省略できる。
· 評価書等活用型住宅
· 共同住宅
· 長期修繕計画がある
 ※住戸型検査の場合は屋根の検査は省略できるが、外壁の検査は省略できない。
《5.1　シーリング材の破断又は欠損》
外壁のシーリング部分（木造・S造においてはサイディングの目地や開口部廻り、RC造においては打継目地や誘発目地、開口部廻り等）を目視、シーリング材の破断又は欠損の有無を確認する。これらの事象が確認された場合は指摘を行う。
なお、化粧目地等の止水機能が期待されていないシーリング材は検査対象としない。
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｓ造外壁シーリングの状況

《5.2　建具の周囲の隙間又は建具の著しい開閉不良》
室外より外壁に面する開口部の周囲を目視し、隙間の有無を確認する。また、室内から建具の状態を確認し、障子と枠の隙間等が生じているなど開閉不良があると思われる場合は実際に開閉を行い、著しく開閉が困難な場合は指摘を行う。
●天窓は建具と同様の扱いとし、室内から目視により周辺に雨漏り跡等の有無を確認する。



	備考
	（※１）指摘事項となる事象が確認された場合、各図面への記入は具体的に寸法や状況がわかるように記入すること。（他の部位も同様）
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	確認内容・検査方法

	《5.3～5.7共通》木造・Ｓ造
室外より外壁全体を目視し、それぞれの検査項目を確認する。以下の事象が確認された場合は、指摘を行い、指摘箇所を立面図へ記入する（※１）。
●出窓、庇、シャッター雨戸収納ボックスの天端は雨水が溜まりやすい部分の為、雨漏りの有無を
確認する。
●窯業系サイディングのカビ状の汚れは劣化事象等には該当しない。
《5.3　軒裏天井の雨漏り跡》木造・Ｓ造仕上共通
室外より軒裏を目視し、雨漏り跡の有無を確認する。雨漏り跡が確認された場合は、指摘を行う。

《5.4　外壁等下地材に達するひび割れ、欠損、浮き、はらみ又は剥落》木造・Ｓ造仕上共通

仕上材から下地材（合板・ラス網・ボード・防水紙及び構造材等）の表面まで貫通したひび割れの有無を確認する。ひび割れが確認された場合は指摘を行う。

《5.5　著しい蟻害・腐朽等又は腐食》木造・Ｓ造仕上共通
木造の場合、外壁・軒裏を目視し、著しい蟻害・腐朽の有無を確認する。
Ｓ造の場合、著しい腐食の有無を確認する。これらの事象が確認された場合は、指摘を行う。

《5.6　複数の仕上材にまたがったひび割れ又は欠損》※乾式仕上の場合
サイディング等の乾式仕上の場合において、複数の仕上げ材にまたがるひび割れや欠損の有無を確認する。ひび割れが確認された場合は指摘を行う。

《5.7　金属の著しい錆び又は化学的侵食》※乾式仕上の場合
金属系サイディングやガルバリウム鋼板のスパンドレル等の仕上の場合において、金属の著しい錆び又は化学的侵食の有無を確認する。これらの事象が確認された場合は指摘を行う。








	備考
	（※１）指摘事項となる事象が確認された場合、各図面への記入は具体的に寸法や状況がわかるように記入すること。（他の部位も同様）
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	確認内容・検査方法

	《5.8～5.11共通》木造・Ｓ造
室外より外壁全体を目視し、それぞれの検査項目を確認する。以下の事象が確認された場合は、指摘を行い、指摘箇所を立面図へ記入する。

《5.8 複数の仕上材にまたがったひび割れ又は欠損》※タイル仕上（湿式工法）の場合
タイル仕上の場合において、複数のタイルにまたがるひび割れや欠損の有無を確認する。ひび割れが確認された場合は指摘を行う。
《5.9　仕上材の著しい浮き》※タイル仕上（湿式工法）の場合
モルタル塗り等の乾式仕上げ以外の場合において、仕上材の浮きの有無を確認する。浮きが確認された場合は指摘を行う。
検査部位をおおむね1㎡ごとに1箇所程度パルハンマーで軽く叩き音の変化を確認する。浮いている場合は響くような音（中空になっている感じ）、浮いていない場合は鈍い音（中が詰まっているような音）となる。

《5.10　仕上材の著しい浮き》※塗壁仕上(※１)の場合
《5.9》に同じ。

《5.11　5.4～5.10に準じる劣化事象等》※その他の仕上の場合
　乾式仕上げ、タイル仕上げ（湿式工法）又は塗壁仕上げの場合における劣化事象等に準じる方法で検査を行う。












	備考
	(※１)塗壁仕上げ等とはモルタル塗、せっこうプラスター塗、ドロマイトプラスター塗、しっくい塗等をいう。
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	確認内容・検査方法

	《5.12～5.19共通》※ＲＣ造
コンクリート打放し面（塗装仕上面含む）、タイル（湿式仕上）仕上面又は塗壁仕上面それぞれに応じて目視により確認を行う。以下の事象を確認した場合は、指摘を行い、指摘箇所を立面図へ記入する。
また、外断熱工法の場合など、コンクリート面を確認できない場合は行う必要はない。ただし、その旨をチェックシートの備考欄に記入する。
《5.12　幅0.5㎜以上のひび割れ》　《5.15　さび汁を伴うひび割れ、欠損》
外壁のひび割れの有無を確認する。ひび割れがある場合は、さび汁を伴っていないかどうかを確認（エフロレッセンスを含む）し、クラックスケール又はテーパーゲージを使い、ひび割れの幅を計測する。さび汁を伴うひび割れが確認された場合又はさび汁の有無に関わらず0.5㎜以上のひび割れが確認された場合が指摘対象となる。その場合は、指摘箇所と共にひび割れ幅（㎜）も併せて立面図に記入する。

《5.13　深さ20㎜以上の欠損》
外壁の欠損の有無を確認する。欠損がある場合は、テーパーゲージ又は定規をあて欠損の深さ、大きさを計測し、20㎜以上の欠損があった場合は、指摘を行い、指摘箇所と共に欠損深さも併せて立面図に記入する。

《5.14　コンクリートの著しい劣化》
外壁のコンクリートの劣化状況を確認する。コンクリートの劣化（コンクリートがボソボソして、風化しているような状態）がある場合は、パルハンマーで軽く叩き、コンクリートが容易に崩れる場合が指摘対象となる。

《5.16　鉄筋の露出》
コンクリート仕上面に鉄筋が露出していないことを確認する。露出していた場合は指摘を行う。
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　　　　　　　　　　ＲＣ造塗装仕上　開口部隅角部のひび割れ
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	確認内容・検査方法

	《5.17　下地材まで達するひび割れ、欠損、浮き、はらみ又は剥落》タイル仕上（湿式工法）・塗壁仕上

タイル又は塗壁材から下地材の表面まで貫通したひび割れの有無を確認する。当該ひび割れが確認された場合は指摘を行う。

《5.18　複数のタイルにまたがったひび割れ又は欠損》タイル仕上（湿式工法）
複数のタイルにまたがるひび割れや欠損の有無を確認する。当該ひび割れが確認された場合は指摘を行う。

《5.19　仕上材の著しい浮き》タイル仕上（湿式工法）・塗壁仕上
タイル又は塗壁材の浮きの有無を確認する。当該浮きが確認された場合は指摘を行う。
検査部位をおおむね1㎡ごとに1箇所程度パルハンマーで軽く叩き音の変化を確認する。浮いている場合は響くような音（中空になっている感じ）、浮いていない場合は鈍い音（中が詰まっているような音）となる。
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複数のタイルにまたがったひび割れ　　　　　　　タイルの浮き
写真出典「住宅瑕疵担保責任保険[瑕疵保証検査]講習テキスト
（一社）住宅瑕疵担保責任保険協会2010年
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	確認内容・検査方法

	《《5.２０～5.２４共通》》
鉄筋の本数及び間隔、コンクリートの圧縮強度については、新築時の設計図書と照合する。設計図書がない場合は、下記による。
・鉄筋の本数及び間隔については、新築時の法令上の規定（※１）を参考にして判断する。
・コンクリートの圧縮強度については、年次別材料強度参考値（※2）を基準に判断する。

《5.２０　外壁の鉄筋間隔》ＲＣ造　小規模（瑕疵保証検査員）要領Ｃ－１参照
基礎に係る検査項目1.1～1.5で劣化事象等があった場合、瑕疵保証検査員は、最下階、中間階及び最上階において、床・柱・梁・外壁のそれぞれ２箇所について、鉄筋探査の非破壊検査を実施する。鉄筋の本数及び間隔については、新築時の設計図書と照合する。設計図書がない場合は、新築時の法令上の規定（※１）を参考にして判断する。壁式構造の場合は、床と外壁のみを対象とする。
瑕疵保証検査項目の省略：評価書等活用型住宅及び住戸型検査の場合、当該検査項目は省略できる。
《5.２１　外壁の鉄筋間隔》ＲＣ造　大規模（非破壊検査会社）要領Ｃ参照
非破壊検査会社においてコンクリート面が露出している外壁（塗装及びクロスなど薄い仕上げが施されている外壁を含む）の鉄筋探査を行う。
検査の対象部位及び箇所数は最下階、中間階及び最上階のそれぞれ２箇所ずつとする。
鉄筋探査機を用いて、縦方向の鉄筋各4ピッチ（５本）程度の範囲で、各ピッチの間隔を計測し、その平均値をチェックシートに、探査位置を平面図に記入する。
本数が設計又は法令上どおりで、配置のピッチ誤差が平均＋３０％以下なら可とする。
瑕疵保証検査項目の省略：評価書等活用型住宅及び住戸型検査の場合、当該検査項目は省略できる。

《5.２２　コンクリートの圧縮強度》ＲＣ造共同住宅　評価書等活用型（瑕疵保証検査員）要領Ｅ参照
評価書等活用型住宅の場合、瑕疵保証検査員が保険申込対象住戸の外壁・内壁を各１箇所ずつ（※３）コンクリートの反発度を測定し、測定結果から圧縮強度を算出する。
検査方法はJIS A 1155「コンクリートの反発度の測定方法」に従うものとし、JIS A 1155による試験の結果、コンクリート圧縮強度の不足が見られる場合はJIS A 1107により試験を行う。
瑕疵保証検査項目の省略：評価書等活用型住宅の場合、瑕疵保証検査員がコンクリートの反発度の測定を、保険対象住戸の専用部分の外壁にて１箇所行う。検査は、JIS A 1155を基に作成した｢リバウンド｣ハンマーの取扱・評価・管理方法について」に従って実施し、その結果を｢既存住宅保険　瑕疵保証検査チェックシート別紙　コンクリートの圧縮強度試験結果｣に記入する。この試験の結果、コンクリート圧縮強度の不足が見られる場合は、保険申込者の要望により、建設住宅性能評価等の検査結果がない場合として、別途再検査を行うことができる。なお、評価書等活用型住宅であり、かつ、平成11年５月以降に建築確認を実施している場合、当該検査を省略できる。




	確認内容・検査方法

	《5.２3　コンクリートの圧縮強度》ＲＣ造共同住宅　住戸型検査（瑕疵保証検査員）要領Ｅ参照
住戸型検査（通常）の場合、瑕疵保証検査員が外壁のコンクリートの反発度を測定し、測定結果から圧縮強度を算出する。
検査の対象部位及び箇所数は、最下階及び最下階から数えて二の階の各一箇所ずつ（※４）とする。
検査方法はJIS A 1155「コンクリートの反発度の測定方法」に従うものとし、検査は瑕疵保証検査員が行い、JIS A 1155による試験の結果、コンクリート圧縮強度の不足が見られる場合はJIS A 1107により試験を行う。その結果は｢既存住宅保険　瑕疵保証検査チェックシート別紙　コンクリートの圧縮強度試験結果｣に記入する。
瑕疵保証検査項目の省略：住戸型検査の場合、平成11年５月以降に建築確認を実施している場合、当該検査を省略できる。

《5.２4　コンクリートの圧縮強度》ＲＣ造　大規模（非破壊検査会社）要領Ｂ参照
通常の住宅の場合、非破壊検査会社にて外壁・内壁のコンクリートの反発度を測定し、測定結果から圧縮強度を算出する。
検査の対象部位及び箇所数は、最下階、中間階及び最上階のそれぞれ南面及び北面から１箇所ずつとする（第４章第３節：非破壊検査要領参照）。
検査方法はJIS A 1155「コンクリートの反発度の測定方法」に従うものとし、検査は機構の委託を受けた非破壊検査会社が行う。JIS A 1155による試験の結果、コンクリート圧縮強度の不足が見られる場合はJIS A 1107により試験を行う。















	備考
	· 鉄筋探査を行う場合は、仕上材に傷等をつけないよう、養生シート等を施すこと。
（※１）建築基準法施行令　第78条の２（耐力壁）の規定を参照。（抜粋）耐力壁の場合、縦横＠300以下とする。
（※2）材料強度参考値
	建設年次
	～1957年
	～1962年
	～1972年
	1973年～

	材料強度
（Ｎ／㎟）
	13.5
	15.0
	18.0
	21.0


　　　　日本建築防災協会発行
　　　　2001年改訂版　既存鉄筋コンクリート造建築物の耐震診断基準・同解説より
（※３）当該専用部分で検査が実施できない場合、住棟内において、１箇所検査する。
（※４）当該階で検査が実施できない場合、住棟内のいずれかの階において、１箇所検査する。
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	確認内容・検査方法

	《6.1　支持部材、床の著しいぐらつき、ひび割れ又は劣化》構造共通
バルコニーを支える柱・梁・根太等の支持部材や手すり・袖壁、床等の著しいぐらつき、ひび割れ又は劣化の有無を確認する。
RC造の場合は、さび汁やエフロレッセンス、鉄筋の露出の事象も確認する。
これらの事象が確認された場合は、指摘を行い、指摘箇所を平面図又は立面図へ記入する。
《6.2　防水層の著しい劣化又は水切り金物等の不具合》木造・Ｓ造
バルコニー床面の防水層の著しい劣化や手すり壁等に取付けられた水切り金物等の不具合の有無を確認する。
特に外壁との取り合い部分やサッシ下の不具合事象の確認は重要である。
これらの事象が確認された場合は、指摘を行い、指摘箇所を平面図又は立面図へ記入する。

《6.3 著しい蟻害・腐朽等、腐食》木造・Ｓ造
木造の場合、バルコニーを目視し、著しい蟻害・腐朽の有無を確認する。
Ｓ造の場合、著しい腐食の有無を確認する。これらの事象が確認された場合は、指摘を行う。
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バルコニー手摺壁天端の笠木コーナーの隙間
このような不具合事象は「水切り金物等の不具合」に含む。
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	確認内容・検査方法

	《《7.1～7.2共通》》構造共通

瑕疵保証検査項目の省略：以下の条件を全て満たす場合、当該検査項目は省略できる。
· 評価書等活用型住宅
· 共同住宅
· 長期修繕計画がある
 ※住戸型検査の場合は屋根の検査は省略できるが、外壁の検査は省略できない
《7.1　屋根葺き材の著しい破損、ずれ、ひび割れ、劣化、欠損、浮き又ははがれ》
屋根葺き材の著しい破損、ずれ、ひび割れ、劣化、欠損、浮き又ははがれの有無を確認する。
外部から双眼鏡等を使用して、確認する。（※１）
これらの事象が確認された場合は、指摘を行い、指摘箇所を平面図又は立面図へ記入する。
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Ｓ造下屋根の状況
●スレート葺き屋根で苔が生えているような状態は劣化事象等に該当する。
《7.2　防水層の著しい劣化又は水切り金物等の不具合》
陸屋根面の防水層の著しい劣化やパラペットに取付けられた水切り金物や笠木等の不具合の有無を確認する。
これらの事象が確認された場合は、指摘を行い、指摘箇所を平面図又は立面図へ記入する。

●防水層の端部金物やシーリング材が破損している状態は劣化事象等に該当する。また、防水層の
仕上げ塗材であるトップコートの剥がれや表面に生じたひび割れは劣化事象等に該当する。




	備考
	（※１）劣化事象等は、遠方からの目視において１箇所でも確認されれば、確認できない部分にも同様な事象が生じている可能性があるので、注意深く確認する必要がある。
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	確認内容・検査方法

	《8.1　雨漏り跡》木造・Ｓ造、ＲＣ造
原則として全ての部屋、廊下において、雨漏り跡（漏れている状態若しくは変色、シミ等が生じている状態）の有無を細心の注意を払って確認する。雨漏れ跡が有った場合は、指摘を行い、指摘箇所を平面図へ記入する。

《《8.2～8.4共通》》木造・Ｓ造
内壁（乾式仕上げ、タイル仕上げ（湿式工法）又は塗壁仕上げ等）について、以下の事象が確認された場合は、指摘を行い、指摘箇所を平面図へ記入する。

《8.2　内壁下地材に達するひび割れ、欠損、浮き、はらみ又は剥落》木造・Ｓ造
仕上材から下地材（合板､ボード又は構造材等）まで達するひび割れ、欠損、浮き、はらみ又は剥落の有無を確認する。

《8.3　6/1,000以上の勾配の傾斜》木造・Ｓ造
原則として全ての部屋、廊下において、簡易な下げ振り等（糸に５円玉を結びつけたものや、水準器等）により壁の傾斜の様子を大まか確認する。なお、家具の配置や仕上げ材の種類等により、計測ができない部屋についてはその旨を記録する。
傾斜が一定以上確認された場合は、計測器（レーザーレベル、水平器又は下げ振り）を使用して傾斜を計測する。「6/1000以上の傾斜」の勾配の傾斜が確認された場合は、指摘を行い平面図に矢印で測定位置及び傾斜を記録する。

参考〈レーザーレベルの使い方〉
①　傾斜が発見された場合は、その部屋の最も大きいと思われる場所に垂直方向のレーザ－光線が照射されるよう計測器を設置する。（計測しようとする壁から水平方向に１０㎝程度、レーザー光線を当てる壁から５０㎝以上離して置く。柱の場合は正面に置いて計測しても良い。）
2 測定位置の両端（２ｍ以上の間隔（上下）とする。）の柱からの離れ及びその間の距離を計り、傾斜を計算する。
〈水平器の使い方〉
1 　最も傾斜が大きいと思われる場所の間隔（上下約２m）を３箇所程度計測し、その平均値（勾配）を確認する。　

《8.4 著しい蟻害・腐朽等、腐食》木造・Ｓ造
木造の場合は、内壁を目視し、著しい蟻害・腐朽の有無を確認する。
Ｓ造の場合は腐食の有無を確認する。これらの事象が確認された場合は、指摘を行う。
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	確認内容・検査方法

	《8.5　幅0.5㎜以上のひび割れ》　《8.8　さび汁を伴うひび割れ、欠損》ＲＣ造
外壁のひび割れの有無を確認する。ひび割れがある場合は、さび汁を伴っていないかどうかを確認（エフロレッセンスを含む）し、クラックスケール又はテーパーゲージを使い、ひび割れの幅を計測する。さび汁を伴うひび割れが確認された場合又はさび汁の有無に関わらず0.5㎜以上のひび割れが確認された場合が指摘対象となる。その場合は、指摘箇所と共にひび割れ幅（㎜）も併せて立面図に記入する。

《8.6　深さ20㎜以上の欠損》ＲＣ造
外壁の欠損の有無を確認する。欠損がある場合は、テーパーゲージ又は定規をあて欠損の深さ、大きさを計測し、20㎜以上の欠損があった場合は、指摘を行い、指摘箇所と共に欠損深さも併せて立面図に記入する。

《8.7　コンクリートの著しい劣化》ＲＣ造
外壁のコンクリートの劣化状況を確認する。コンクリートの劣化（コンクリートがボソボソして、風化しているような状態）がある場合は、パルハンマーで軽く叩き、コンクリートが容易に崩れる場合が指摘対象となる。

《8.9　鉄筋の露出》
コンクリート仕上面に鉄筋が露出していないことを確認する。露出していた場合は指摘を行う。
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ひび割れが生じていて、かつ、エフロレッセンスを伴っている状態
写真出典「住宅瑕疵担保責任保険[瑕疵保証検査]講習テキスト
　　　　　（一社）住宅瑕疵担保責任保険協会2010年
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	確認内容・検査方法

	《8.10　コンクリートの圧縮強度》ＲＣ造共同住宅　評価書等活用型（瑕疵保証検査員）要領Ｅ参照
評価書等活用型住宅の場合、瑕疵保証検査員が保険申込対象住戸の外壁・内壁を各１箇所ずつ（※１）コンクリートの反発度を測定し、測定結果から圧縮強度を算出する。
検査方法はJIS A 1155「コンクリートの反発度の測定方法」に従うものとし、JIS A 1155による試験の結果、コンクリート圧縮強度の不足が見られる場合はJIS A 1107により試験を行う。
瑕疵保証検査項目の省略：評価書等活用型住宅の場合、瑕疵保証検査員がコンクリートの反発度の測定を、保険対象住戸の専用部分の内壁にて１箇所行う。検査は、JIS A 1155を基に作成した｢リバウンド｣ハンマーの取扱・評価・管理方法について」に従って実施し、その結果を｢既存住宅保険　瑕疵保証検査チェックシート別紙　コンクリートの圧縮強度試験結果｣に記入する。この試験の結果、コンクリート圧縮強度の不足が見られる場合は、保険申込者の要望により、建設住宅性能評価等の検査結果がない場合として、別途再検査を行うことができる。なお、評価書等活用型住宅であり、かつ、平成11年５月以降に建築確認を実施している場合、当該検査を省略できる。

《8.1１　コンクリートの圧縮強度》ＲＣ造　大規模（非破壊検査会社）要領Ｂ参照
通常の住宅の場合、非破壊検査会社にて内壁のコンクリートの反発度を測定し、測定結果から圧縮強度を算出する。
検査の対象部位及び箇所数は、最下階、中間階及び最上階のそれぞれ南面及び北面から１箇所ずつとする（第４章第３節：非破壊検査要領参照）。
検査方法はJIS A 1155「コンクリートの反発度の測定方法」に従うものとし、検査は機構の委託を受けた非破壊検査会社が行う。JIS A 1155による試験の結果、コンクリート圧縮強度の不足が見られる場合はJIS A 1107により試験を行う。















	備考
	（※１）当該専用部分で検査が実施できない場合、住棟内において、１箇所検査する。
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	確認内容・検査方法

	《9.1　雨漏り跡》構造共通
原則として全ての部屋、廊下において、天井の雨漏り跡（漏れている状態若しくは変色、シミ等が生じている状態）の有無を細心の注意を払って確認する。雨漏り跡が確認された場合は、指摘を行い、指摘箇所を平面図へ記入する。
《9.2　下地材に達するひび割れ、欠損、浮き、はらみ又は剥落》木造・Ｓ造
天井の仕上材から下地材（合板､ボード又は構造材等）まで達するひび割れ、欠損、浮き、はらみ又は剥落の有無を確認する。これらの事象が確認された場合は、指摘を行い、指摘箇所を平面図へ記入する。
《9.3　著しい蟻害・腐朽等、腐食》木造・Ｓ造
木造の場合、天井を目視し、著しい蟻害・腐朽の有無を確認する。
Ｓ造の場合、著しい腐食の有無を確認する。これらの事象が確認された場合は、指摘を行う。
《《9.4～9.6共通》》ＲＣ造
それぞれの確認項目について、コンクリート打放し面（塗装仕上面含む）を目視により確認を行う。これらの事象が確認された場合は、指摘を行い、指摘箇所を平面図へ記入する。
なお、石膏ボード等によりコンクリート面を確認できない場合は行う必要はない。ただし、その旨をチェックシートの備考欄に記入する。
《9.4　コンクリートの著しい劣化》ＲＣ造
天井のコンクリートの劣化状況を確認する。コンクリートの劣化（コンクリートがボソボソして、風化しているような状態）がある場合は、パルハンマーで軽く叩き、コンクリートが容易に崩れる場合は指摘を行う。
《9.5　さび汁を伴うひび割れ、欠損》ＲＣ造
天井のひび割れの有無を確認する。ひび割れがある場合は、さび汁を伴っていないかどうかを確認（エフロレッセンスを含む）し、クラックスケール又はテーパーゲージを使い、ひび割れの幅を計測する。さび汁を伴うひび割れが確認された場合又はさび汁の有無に関わらず0.5㎜以上のひび割れが確認された場合が指摘対象となる。その場合は、指摘箇所と共にひび割れ幅（㎜）も併せて平面図に記入する。
《9.6　鉄筋の露出》ＲＣ造
天井のコンクリートの仕上面に鉄筋が露出していないことを確認する。鉄筋の露出が確認された場合は、指摘を行う。








瑕疵保証検査要領
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	確認内容・検査方法

	《10.1～10.3共通》木造・Ｓ造
本確認項目は、天井点検口等から懐中電灯を使用し、目視可能な範囲で確認を行う（小屋裏内部に入り込む必要はなし）。これらの劣化事象等を確認した場合は、指摘を行い、指摘箇所を平面図へ記入する。
（天井点検口等がない場合は、押入等の天井部分又は、ユニットバス等の点検口等から覗き込むことが可能かどうか、事前に確認する。この場合、撤去・復旧等の工事は保険申込者が行うこととする。やむを得ず天井点検口が設けられない場合は、瑕疵保証検査チェックシートの備考欄に事由を記入する。）

《10.1　雨漏り跡》木造・Ｓ造
小屋裏の束や梁、野地板の雨漏り跡（漏れている状態若しくは変色、シミ等が生じている状態）の有無を細心の注意を払って確認する。雨漏り跡が確認された場合は、指摘を行う。
《10.2　著しいひび割れ、劣化、欠損》木造・Ｓ造
小屋裏空間を目視し、束や梁、母屋等に著しいひび割れ、劣化又は欠損の有無を確認する。これらの事象が確認された場合は、指摘を行う。
《10.3　著しい蟻害・腐朽等又は腐食》木造・Ｓ造
木造の場合、小屋裏空間を目視し、束や梁、母屋等に著しい蟻害・腐朽の有無を確認する。
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S造小屋組の状況







瑕疵保証検査要領（リフォーム工事を行う住宅の場合）
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	確認内容・検査方法

	《11.1～11.3共通》
　本確認項目は、保険申込住宅がリフォーム工事を行う場合に、当該工事が設計図書に従って行われたことを確認する。
瑕疵保証検査は、リフォーム工事の内容に応じて、それぞれ以下11.1～11.3の時期に、計測、目視又は書類（施工確認図書 ※1）により実施する。
設計図書との相違等が確認された場合は、指摘を行い、指摘箇所を図面等に記入する。

《11.1 構造耐力上主要な部分に係る工事を含むリフォーム》
　構造耐力上主要な部分について新設又は撤去を含むときは、当該部分の構造躯体が露出する時点に行う。

《11.2 雨水の浸入を防止する部分に係る工事を含むリフォーム》
　雨水の浸入を防止する部分について新設又は撤去を含むときは、当該部分の防水層工事完了時
とする。ただし、保護層を設置する場合は保護層の設置前とする。
《11.3　11.1、11.2の部分に係る工事を含まないリフォーム》
　11.1、11.2の部分を含まないリフォームについては、当該工部分の工事完了時に行う。















	
備考

	※1施工確認図書
工事監理者が作成する設計図書のとおり施工されたことが確認できる書類又は写真等をいう。








瑕疵保証検査要領（防水補修基準に適合する工事を実施する場合）　
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	確認内容・検査方法

	《12.1～12.3共通》
　　雨水の浸入を防止する部分について防水性能を維持又は回復させるための補修工事を適切に実施しているかを確認する。不適合の場合は、指摘を行い、指摘箇所を図面へ記入する。
《12.1　防水補修基準への抵触》
《12.3　明らかに部分的な補修》
　　外壁又は屋根を注視し、補修内容が「防水補修基準」通り適切に施工されているかどうか、
確認する。屋根については、双眼鏡等を使用して確認する。
《12.2契約内容と明らかに異なる補修》
　　防水補修工事の施工が 、「契約内容」及び「防水補修基準」と明らかに異なっていないか
どうかを、契約書（見積書等を含む）によって確認する。
［防水補修基準］
・次の表のイ欄の仕上げ材又は部材に応じて、ロ欄の補修工事を行うこと。
・木造・Ｓ造の外壁については、シーリング材が施されている場合で、シーリング箇所にバック
　アップ材が施されていない場合は、これを取り付けていること。

	外壁

	構造
	イ　既存の仕上げ
	ロ　補修工事の内容

	
	木造・Ｓ造
ＲＣ造
	モルタル仕上げ、リシン吹付、吹付けタイル、コンクリート打ち放し等
	表面を清掃の上、同質の材料による仕上げなおし

	
	木造・Ｓ造
ＲＣ造
	サイディング、ALC版等
	表面を清掃の上、同質の塗材による塗装

	
	木造・Ｓ造
	板張り等
	防腐剤の混入された塗材による塗装

	
	共通
	その他
	仕上げを変更する場合は、変更される仕上げに適した下地処理の実施



	屋根廻り・屋根
	構造
	イ　部材
	ロ　補修工事の内容

	
	木造
	破風及び軒先の鼻隠し等が木材による場合
	交換又は防腐剤の混入された塗材による
塗装

	
	木造
	板金加工した雨どい
	さび止め材の再塗装

	
	木造
	（金属瓦葺き仕上げの場合は除く）
	屋根の防水工事の全面的に再施工

	
	共通
	バルコニーの排水ドレイン（当該バルコニー直下に居室等を有する場合）
	シーリングのやり直し等の防水処理

	
	ＲＣ・Ｓ造
	露出防水が施されている
	交換又は同質の材料による仕上げなおし

	
	ＲＣ・Ｓ造
	保護コンクリートが施され、コンクリートが著しく劣化している
	防水層及び保護コンクリートの交換又は同質の材料による仕上げなおし

	
	ＲＣ・Ｓ造
	保護コンクリートが施され、コンクリートが著しく劣化していない
	保護コンクリートの補修






瑕疵保証検査要領
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	確認内容・検査方法

	《13.1長期修繕計画の有無》

評価書等活用型住宅で、長期修繕計画が「有」で申し込みされている場合、確認項目5（外壁）及び確認項目7（屋根）の共用部における検査を省略するための要件である、長期修繕計画の有無を確認する。聴取により、定期的に大規模修繕を実施していることが確認できれば可とする。

　住戸型検査の場合は、屋根の検査は省略できるが、外壁の検査は省略できない。



































２節　設備特約に係る瑕疵保証検査要領
２.２.１　適用範囲

当要領は、既存住宅保険及び既存住宅個人間売買・引渡後リフォームセット瑕疵保証責任保険（以下「セット保険」という。）において、｢給排水管路特約｣又は｢給排水管路、給排水設備、電気設備、ガス設備に係る特約｣が付帯されている場合に適用されるものとする。
以降、｢給排水管路特約｣と｢給排水管路、給排水設備、電気設備、ガス設備に係る特約｣を総称して｢設備特約｣と表記する。

２．２．２　設備特約の種類
（１）給排水管路特約
(正式名称：給排水管路の瑕疵担保責任に関する特約条項)
　　　以下に掲げる事由が生じた場合に、被保険者が買主の損害に対し履行する保証責任について保険金を支払う特約。
　　・給排水管路が通常有すべき性能または機能を満たさないこと。

（２）給排水管路、給排水設備、電気設備、ガス設備に係る特約
(正式名称：給排水管路・給排水設備・電気設備・ガス設備の瑕疵担保責任に関する特約条項)
以下に掲げる事由が生じた場合に、被保険者が買主の損害に対し履行する保証責任について保険金を支払う特約。
　　・給排水管路が通常有すべき性能または機能を満たさないこと。
　　・給排水設備、電気設備またはガス設備の機能が失われること。
　　　ただし、設備機器自体に原因を有する場合を除く


２．２．３　用語の定義
　　イ　給排水管路
　　　　　保険付保住宅（戸建住宅および共同住宅等の専有部分に限る）または敷地内（戸建住宅に限る）に設置された給水管、給湯管、排水管または汚水管（給排水設備との継手部分を含む）をいう。ただし、水道事業者、水道管理者または下水道管理者が所有または管理している部分及び設備機器に係る部分を除く。
　　　
ロ　給排水設備
　　　保険付保住宅（戸建住宅及び共同住宅等の共用部分に限る）またはその敷地内（戸建住宅に限る）に設置された受水槽、揚水ポンプ、高置水槽、電気温水器、雑排水ポンプ、湧水排水ポンプ、汚水ポンプまたは枡をいう。ただし、水道事業者、水道管理者または下水道管理者が所有または管理している部分及び設備機器に係る部分を除く。

　　ハ　電気設備
保険付保住宅（戸建住宅及び共同住宅等の共用部分に限る）またはその敷地内（戸建住宅に限る）に設置された変圧器、受配電盤、制御盤・監視盤、継電器盤、継電器、計器用変成器、開閉器、碍子、碍管、保護装置、支持フレーム、母線、配線をいう。ただし、電気事業者が所有または管理している部分を除く。

　　二　ガス設備
保険付保住宅（戸建住宅及び共同住宅等の共用部分に限る）またはその敷地内（戸建住宅に限る）に設置されたガス管をいう。ただし、ガス事業者が所有または管理している部分を除く。

　　　※　共同住宅における共用縦管路は、共同住宅(通常申請)のみ対象となり、共同住宅(評価書等活用型住宅)の場合は対象とならない。
２．２．４　保険の種類と設備特約の組合せ

　｢設備特約｣は、保険の種類や住宅種別、申込住宅の区分に応じて、付帯できる特約が異なる。以下に、保険の種類ごとに整理する。

宅建業者売主型・個人売主型
	住宅種別
	申込住宅の区分
	付帯できる特約条項
	保険の対象に追加される
管路・設備等

	戸建住宅
	通常
評価書等活用型住宅　共通
	給排水管路特約
	給排水管路

	
	
	給排水管路、給排水設備、電気設備、ガス設備に係る特約
	給排水管路、給排水設備
電気設備、ガス設備

	共同住宅
	通常
	給排水管路特約
	給排水管路

	
	
	給排水管路、給排水設備、電気設備、ガス設備に係る特約
	給排水管路、給排水設備
電気設備、ガス設備
（設備は共用部分を対象）

	
	評価書等活用型住宅
	給排水管路特約
	給排水管路

	
	
	住棟内のすべての住戸を保険契約締結するとき
	給排水管路特約
	給排水管路

	
	
	
	給排水管路、給排水設備、電気設備、ガス設備に係る特約
	給排水管路、給排水設備
電気設備、ガス設備
（設備は共用部分を対象）



セット保険
	住宅種別
	申込住宅の区分
	付帯できる特約条項
	保険の対象に追加される
管路・設備等

	戸建住宅
	通常
評価書等活用型住宅　共通
	給排水管路特約
	給排水管路

	
	
	給排水管路、給排水設備、電気設備、ガス設備に係る特約
	給排水管路、給排水設備
電気設備、ガス設備

























２．２．５　設備特約の付帯が申請された住宅の検査項目

表２-４　構造別の瑕疵保証検査項目
	付帯する
特約
	検査部位
	構造別の確認項目

	
	
	木造
	Ｓ造
	ＲＣ（SRC）造

	
	給排水管路特約
	14
給水管
給湯管
	14.1
	漏水

	
	
	
	14.2
	赤水（水の変色、にごり、さび等の異物の混入）

	
	
	15
排水管
汚水管
	15.1
	排水の滞留

	
	
	
	15.2
	漏水

	





給排水管路、給排水設備、電気設備、ガス設備に係る特約
	1６
給水排水設備
	16.1
	受水槽、高置水槽の水漏れ、詰まり、変形、損傷、著しいさび、腐食又は接続不良

	
	
	16.2
	揚水ポンプ、加圧・増圧ポンプ、電気温水器、雑排水ポンプ、湧水排水ポンプ、汚水ポンプの
水漏れ、詰まり、変形、損傷、著しいさび、腐食、接続不良又は作動不良

	
	
	16.3
	枡の詰まり、変形、損傷、著しいさび、腐食又は接続不良

	
	17
電気設備
	17.1
	変圧器、受配電盤、制御・監視盤、継電器盤、継電器、計器用変成器、開閉器、碍子、碍管、
保護装置、支持フレーム、母線及び配線の変形、損傷、著しいさび、腐食又は作動不良

	
	18
ガス設備
	18.1
	ガス配管の変形、損傷、著しいさび、腐食又は接続不良
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４．２．６　設備特約に係る瑕疵保証検査要領
瑕疵保証検査要領
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	確認内容・検査方法

	《14　共通》
●検査箇所
・水道メーターから住戸の給水栓または設備機器（給湯設備を含む）との接続部までの配管及び接続部分
・隠蔽されている部分については、点検口等から覗き込んで、ライト等を照射して目視可能な範囲
●検査手順
・給水元栓が全開になっていることを確認する。全開になっていない場合には全開とした後に以下の検査を実施する。（※１）

《14.1　漏水》
・水道メータの作動を確認して行う検査
　　浴室の水栓（シャワー水栓を含む）洗濯機の水栓、洗面所の水栓、台所水栓、便所の水栓・ロータンク給水部分の本体および接続部分などを観察し、水漏れあるいは水漏れの痕跡が無いか確認する。確認を行いながら順次すべての水栓を完全に閉の状態とする。
　　すべての水栓を完全に閉の状態とした場合において、水道メーターが動いていると認められた場合には漏水が確認されたこととなる。漏水が確認された場合は、指摘を行う。
　　即時に動きが見られない場合には、１０分以上の時間の経過後に再度確認を行う。
・目視による検査
配管の継ぎ手部および水栓等との接続部に水漏れの跡（漏れている状態若しくは変色、シミ等が生じている状態）の有無を細心の注意を払って確認する。水漏れの跡が確認された場合は、指摘を行う。
また配管に腐食や変形等の劣化事象の有無が確認された場合は指摘する。

《14.2　赤水（水の変色、にごり、さび等の異物の混入を含む）》
・目視による検査
給水、給湯の水栓（洗濯機に接続されている洗濯機用水栓を除く）を開き、水質に色・にごりおよび異物の混入等の異常の有無を確認する。水道水を透明の計測用コップに採り、透視方向のコップの背後に白紙を置き赤水の有無を確認する。採水にあたり一杯目は捨て二杯目で確認する。






	備考
	（※１）
給排水管路特約付きの保険申込の場合、瑕疵保証検査時に通水されていることを確認する。通水されていない場合は瑕疵保証検査が実施できないため、特約を外した申込に変更していただく。また、保険申込み後にリフォーム工事を行う場合で（構造耐力上主要部分のリフォームと設備機器の取替えリフォームを含む工事で、管路特約付の申込の場合など）、瑕疵保証検査時に通水されていないようなときも、通水後の再検査もしくは特約の取り下げを依頼する。



瑕疵保証検査要領
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	確認内容・検査方法

	《15　共通》
●検査箇所
・敷地内最終桝（共同住宅の場合は共用配管との接続部）から住戸の設備機器との接続部までの配管及び接続部分
・隠蔽されている部分については、点検口等から覗き込んで、ライト等を照射して目視可能な範囲
●検査手順
・給水元栓が全開になっていることを確認する。全開になっていない場合には全開とした後に以下の検査を実施する。　
・排水の滞留の検査のために水道水を使用する旨を瑕疵保証検査立会者に事前了解を得ておくこと。
・排水の滞留の検査を行った後に漏水の目視検査を行うこと。

《15.1　排水の滞留》
・大便器の洗浄水を流し、便鉢の水面の上昇を観察し、異常な水面の上昇を確認した場合は指摘する。
・台所、洗面所、浴室などの水栓を全開とし、排水の滞留を観察する。滞留を確認した場合は指摘する。
・便所、台所、洗面所、浴室などが二箇所以上ある場合は、排水立て管から最も離れている場所で検査を行うことを原則とする。

《15.2　漏水》
・洗面キャビネット内のＳ型またはＰ型のトラップ周辺、台所流し台内のトラップと排水管の接続部周辺、浴室ユニット周辺の点検口等から床下を覗き、ユニットトラップと排水管の接続部周辺、洗濯機防水パンのトラップ周辺を観察し、水漏れの跡（漏れている状態若しくは変色、シミ等が生じている状態）の有無を細心の注意を払って確認する。水漏れの跡が確認された場合は、指摘を行う。
・配管や配管の接続部に腐食や変形等の劣化事象の有無を確認する。確認した場合は指摘する。













	備考
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	確認内容・検査方法

	《16　共通》
●検査箇所
・保険付保住宅（戸建住宅及び共同住宅等の共用部分に限る。）またはその敷地内に設置された受水槽、揚水ポンプ、高置水槽、電気温水器、雑排水ポンプ、湧水排水ポンプ、汚水ポンプ、枡及び各設備機器を接続する給水管・排水管を対象とする。ただし、水道事業者、水道管理者または下水道管理者が所有または管理している部分を除く。
・屋上・機械室等で歩行その他通常の手段により移動できる範囲とする。高所作業等で瑕疵保証検査員の安全確保ができない点検個所は検査対象外とし、その部位を備考欄に記入する。
●検査手順
・給排水設備は外観を目視により確認する。目視できない場合は瑕疵保証検査立会者からの聴取により確認する。給排水設備のポンプ等については作動状況を確認する。

《16.1　受水槽、高置水槽の水漏れ、詰まり、変形、損傷、著しいさび、腐食又は接続不良》
・受水槽、高置水槽は通水の有無を確認する。
・受水槽、高置水槽の水漏れ、詰まり、変形、損傷、著しいさび、腐食又は接続不良がないことを確認する。劣化事象等を確認した場合は指摘する。

《16.2　揚水ポンプ、加圧・増圧ポンプ、電気温水器、雑排水ポンプ、湧水排水ポンプ、汚水ポンプの水漏れ、詰まり、変形、損傷、著しいさび、腐食、接続不良又は作動不良》
・揚水ポンプ、加圧・増圧ポンプ、電気温水器、雑排水ポンプ、湧水排水ポンプ、汚水ポンプの外観を目視し、水漏れ、詰まり、変形、損傷、著しいさび、腐食又は接続不良が無いことを確認する。また、異音、異臭、過熱及び振動等の作動状況に異常がないことを確認する。劣化事象等を確認した場合は指摘する。

《16.3　枡の詰まり、変形、損傷、著しいさび、腐食又は接続不良》
・枡は外観を目視し変形、損傷又は接続不良等が無いことを確認する。また、排水状況を確認して詰まりが無いことを確認する。劣化事象等を確認した場合は指摘する。






	備考
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	確認内容・検査方法

	《17　共通》
●検査箇所
・保険付保住宅（戸建住宅及び共同住宅等の共用部分に限る。）またはその敷地内に設置された変圧器、受配電盤、制御・監視盤、継電器盤、継電器、計器用変成器、開閉器、碍子、碍管、保護装置、支持フレーム、母線、配線を対象とする。ただし、電気事業者が所有または管理している部分を除く。
・屋上・機械室等で歩行その他通常の手段により移動できる範囲とする。高所作業等で瑕疵保証検査員の安全確保ができない点検個所は対象外とし、その部位を備考欄に記入する。
●検査手順
・電気設備については、外観を目視により確認する。

《17.1　変圧器、受配電盤、制御・監視盤、継電器盤、継電器、計器用変成器、開閉器、碍子、碍管、保護装置、支持フレーム、母線及び配線の変形、損傷、著しいさび、腐食又は作動不良》
・受変電設備については、通電の有無を確認する。
・変圧器、受配電盤、制御・監視盤、継電器盤、継電器、計器用変成器、開閉器、碍子、碍管、保護装置、支持フレーム、母線及び配線を目視し、変形、損傷、著しいさび及び腐食が無いことを確認する。目視により確認できない場合は瑕疵保証検査立会者からの聴取により確認する。また、設備機器の異音、異臭、過熱等の作動状況に異常がないことを確認する。劣化事象等が確認された場合は指摘する。



















	備考
	



瑕疵保証検査要領
[image: ]





	確認内容・検査方法

	《18　共通》
●検査箇所
・保険付保住宅（戸建住宅及び共同住宅等の共用部分に限る。）またはその敷地内に設置されたガス管を対象とする。ただし、ガスメーターおよびガス事業者が所有又は管理する部分を除く。
・メーターボックス、パイプスペース及び点検口等で歩行その他通常の手段により移動できる範囲。
●検査手順
・ガス設備については、外観を目視により確認する。
・ガス器具の作動確認によりガスの供給を確認する。　

《18.1　ガス配管の変形、損傷、著しいさび、腐食又は接続不良》
・ガス配管の変形、損傷、著しいさび、腐食又は接続不良が無いことを目視により確認する。目視で確認できない場合は瑕疵保証検査立会者からの聴取により確認する。劣化事象等が確認された場合は指摘する。




























	備考
	


第３節　非破壊検査要領
２.３.１　申込住宅の区分別の非破壊検査内容と実施者

当要領は、瑕疵保証検査要領における非破壊検査（コンクリート圧縮強度試験、鉄筋探査）の部分について補足するものである。瑕疵保証検査要領では部位別に非破壊検査の内容について記載しているが、当要領では住宅の規模・構造等ごとに、実施する非破壊検査の内容を整理する。
はじめに申込住宅の区分別に非破壊検査の内容と実施者を整理すると、それぞれ次ページの表２-５、表２-６となる。

※「小規模」とは、3階建て以下かつ500㎡未満のものをいう。
※「大規模」とは、小規模以外のものをいう。


２.３.２　非破壊検査会社が実施する非破壊検査への立会い

非破壊検査会社とは、住宅保証機構が業務委託契約を締結している検査会社をいう。
申込住宅の区分及び住宅の規模・構造により、非破壊検査会社が非破壊検査を実施する場合、瑕疵保証検査員は、非破壊検査に立ち会わなければならない。その際、瑕疵保証検査員は、非破壊検査会社が作成した非破壊検査計画案を登録事業者に周知し、登録事業者に非破壊検査への立会いを依頼する。
また、登録事業者に対して、非破壊検査日までに非破壊検査を実施できるよう事前準備を依頼する。
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２.３.３　既存住宅保険（検査機関保証型）検査機関の属性別の非破壊検査の実施者

既存住宅保険（検査機関保証型）の非破壊検査は検査機関の属性により異なる。（表-１再掲）
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２.３.４　非破壊検査要領

要領Ａ：基礎の鉄筋の本数及び間隔

	申込住宅の規模・構造
	・大規模（木造・Ｓ造）
・小規模（木造・Ｓ造）：目視等検査で劣化事象等がある場合に限る

	使用する検査機器
	プロフォスコープ等の電磁波レーダ法又は電磁誘導法による鉄筋探査機

	準拠基準
	瑕疵保証検査基準第17条、平成12年建設省告示第1347号、建築基準法施行令第77条及び第78条

	検査実施者
	瑕疵保証検査員

	検査部位・箇所数
	（１）木造・Ｓ造
基礎	立上り部補強筋（縦筋）間隔：２箇所
底盤	短辺方向及び長辺方向の間隔：１箇所・・・ベタ基礎の場合のみ



	判定方法
	（１）木造・Ｓ造
各検査部位の鉄筋の間隔を４ピッチ以上測定し、その間隔の平均値が以下１)～２)の鉄筋間隔に対して誤差＋30%以内の範囲にあること。

１）設計図書等がある場合は、設計図書に記載されている鉄筋の間隔
２）設計図書等がない場合は、平成12年建設省告示第1347号に規定されている以下の基準

基礎立上：立上り補強筋（縦筋）間隔が300㎜以下であること（注１）
底盤　　：短辺方向及び長辺方向とも鉄筋間隔が300㎜以下であること

（注１）昭和56年6月1日以降から平成12年5月23日以前の確認済住宅にあっては、特定行政庁が指定した軟弱地盤の区域外であれば無筋コンクリートで建設されている場合がある。
非破壊検査の結果、無筋コンクリートであることを確認した場合には直ちに不合格としないで、住宅保証機構技術管理課と協議すること。
























要領Ｂ：コンクリートの圧縮強度

	申込住宅の規模・構造
	大規模（ＲＣ造）

	使用する検査機器
	リバウンドハンマー

	準拠基準
	瑕疵保証検査基準第32条
ＪＩＳ　Ａ　1155（コンクリートの反発度の測定方法）

	検査実施者
	非破壊検査会社

	検査部位・箇所数
	以下の検査階の各部位について、それぞれ２箇所ずつ検査を実施する。

最下階：基礎、外壁、内壁
中間階：外壁、内壁
最上階：外壁、内壁

各部位の検査箇所を選定する際の留意点は以下の通りである。

基礎：基礎が地盤面より高い場合や、最下階の床から測定可能な場合には
検査対象とする。
外壁：外周、バルコニー及び共用廊下から目視可能な外壁とする。
内壁：構造耐力上主要な部位の内壁とする。


	測定位置の選定と表面処理
	・測定位置の選定
測定は、コンクリート打放しで、表面組織が均一かつ平滑な平面部を選定し、豆板、空隙、露出している砂利等の部分、表面剥離、凹凸のある部分は避ける。また、部材の厚さは100mm以上とし、測定する際の位置は、部材の縁部から５０㎜以上離れた内部から選定する。測定面が濡れていたり、湿っていると反発度が小さくなるので、乾燥した面で測定すること。
なお、住宅の仕様によっては、構造耐力上主要な部位に全て仕上げが施されている場合があるが、仕上げ材を撤去してまで検査を行うことはしないこととする。
ユニットバスの天井点検口から検査できる範囲、パイプスペースやメーターボックス内部で検査できる範囲で検査を実施する場合は、配管等を破損しないように注意が必要である。

・表面処理
測定面に仕上げ層や上塗り層、凹凸や付着物がある場合は、研磨処理装置などで平滑に磨いて取り除き、コンクリート表面の粉末その他の付着物を拭き取ってから測定する。
なお、測定面の表面処理の補修復旧は登録事業者の負担で行うものとする。

	判定方法
	１）設計図書等がある場合は、設計図書に記載されているコンクリートの圧縮強度と照合する
２）設計図書等がない場合は、以下の基準による

	建設年次
	～1957年
	～1962年
	～1972年
	1973年～

	材料強度
(Ｎ／mm２)
	13.5
	15.0
	18.0
	21.0


参考文献　財団法人日本建築防災協会発行
　　　　　　2001年改訂版　既存鉄筋コンクリート造建築物の耐震診断基準・同解説






ＲＣ造（大規模）の場合のコンクリート強度試験箇所数（例）

	建物の階数
	地上３階／
　　地下０階
	地上９階／
　　地下０階
	地上10階／
　　地下０階
	地上16階／
　　地下１階
	地上17階／
　　地下０階

	最上階
	３階：４箇所
内壁×南・北面
外壁×南・北面
	9階：４箇所
内壁×南・北面
外壁×南・北面
	10階：4箇所
内壁×南・北面
外壁×南・北面
	16階：4箇所
内壁×南・北面
外壁×南・北面
	17階：4箇所
内壁×南・北面
外壁×南・北面

	中間階
	
	
	
	9階：４箇所
内壁×南・北面
外壁×南・北面
	10階：４箇所
内壁×南・北面
外壁×南・北面

	中間階
	2階：４箇所
内壁×南・北面
外壁×南・北面
	2階：４箇所
内壁×南・北面
外壁×南・北面
	2階：４箇所
内壁×南・北面
外壁×南・北面
	1階：４箇所
内壁×南・北面
外壁×南・北面
	2階：４箇所
内壁×南・北面
外壁×南・北面

	最下階
	１階：6箇所
内壁×南・北面
外壁×南・北面
基礎×南・北面
	１階：6箇所
内壁×南・北面
外壁×南・北面
基礎×南・北面
	１階：6箇所
内壁×南・北面
外壁×南・北面
基礎×南・北面
	Ｂ１階：6箇所
内壁×南・北面
外壁×南・北面
基礎×南・北面
	１階：6箇所
内壁×南・北面
外壁×南・北面
基礎×南・北面

	検査箇所数
合計
	14箇所
	14箇所
	14箇所
	18箇所
	18箇所



































要領Ｃ：柱・梁・床・壁の鉄筋の本数及び間隔

	申込住宅の規模・構造
	・大規模（ＲＣ造）

	使用する検査機器
	プロフォスコープ等の電磁波レーダ法又は電磁誘導法による鉄筋探査機

	準拠基準
	瑕疵保証検査基準第26条、第27条及び第28条、建築基準法施行令第77条及び第78条

	検査実施者
	非破壊検査会社

	検査部位・箇所数
	最下階、中間階、最上階において、柱・梁・床・壁の鉄筋の間隔を２箇所ずつ測定する。

床　：主筋の間隔
柱　：帯筋の間隔
梁　：肋筋の間隔
外壁：縦筋の間隔


	判定方法
	各検査部位の鉄筋の間隔を４ピッチ以上測定し、その間隔の平均値が以下１)～２)の鉄筋間隔に対して誤差＋30%以内の範囲にあること。

１）設計図書等がある場合は、設計図書に記載されている鉄筋の間隔
２）設計図書等がない場合は、建築基準法施行例第77条及び第78条に規定されている以下の基準

	部位
	建築基準法施行令（第77条及び第78条）の規定（抜粋）

	床
	短辺方向において@200㎜以下（長辺方向において@300㎜以下）でかつ床版厚さの３倍以下

	柱
	柱の帯筋間隔は150㎜以下とする

	梁
	梁の肋筋間隔は梁の丈の3/4以下とする

	壁
	耐力壁の場合、縦筋間隔は300㎜以下とする



























ＲＣ造等　共同住宅の場合の鉄筋探査箇所数（例）

	建物の階数
	地上３階／
　　地下０階
	地上９階／
　　地下０階
	地上10階／
　　地下０階
	地上16階／
　　地下１階
	地上17階／
　　地下０階

	最上階
	３階：８箇所
床柱梁壁×２
	９階：８箇所
床柱梁壁×２
	10階：８箇所
床柱梁壁×２
	16階：８箇所
床柱梁壁×２
	17階：８箇所
床柱梁壁×２

	中間階
	
	
	
	９階：８箇所
床柱梁壁×２
	10階：８箇所
床柱梁壁×２

	中間階
	２階：８箇所
床柱梁壁×２
	２階：８箇所
床柱梁壁×２
	２階：８箇所
床柱梁壁×２
	１階：８箇所
床柱梁壁×２
	２階：８箇所
床柱梁壁×２

	最下階
	１階：８箇所
床柱梁壁×２
	１階：８箇所
床柱梁壁×２
	１階：８箇所
床柱梁壁×２
	Ｂ１階：６箇所
床柱梁　(※１)×２
	１階：８箇所
床柱梁壁×２

	検査箇所数　計
	２４箇所
	24箇所
	24箇所
	30箇所
	32箇所

	例タイプ
	（ａ）
	（ｂ）
	（ｃ）
	（ｄ）
	（ｅ）



（※１）　地下階がある場合、地下外壁は検査対象外とする。
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要領Ｃ－１：柱・梁・床・壁の鉄筋の本数及び間隔

	申込住宅の規模・構造
	小規模（ＲＣ造）：基礎に劣化事象等が認められた場合

	使用する検査機器
	プロフォスコープ等の電磁波レーダ法又は電磁誘導法による鉄筋探査機

	準拠基準
	瑕疵保証検査基準第26条、第27条及び第28条、建築基準法施行令第77条及び第78条

	検査実施者
	瑕疵保証検査員

	検査部位・箇所数
	最下階、中間階、最上階において、柱・梁・床・壁の鉄筋の間隔を２箇所ずつ測定する。
床　：主筋の間隔
柱　：帯筋の間隔
梁　：肋筋の間隔
外壁：縦筋の間隔
躯体が壁式構造で有る場合は床と外壁のみを対象とする。

	判定方法
	各検査部位の鉄筋の間隔を４ピッチ以上測定し、その間隔の平均値が以下１)～２)の鉄筋間隔に対して誤差＋30%以内の範囲にあること。

１）設計図書等がある場合は、設計図書に記載されている鉄筋の間隔
２）設計図書等がない場合は、建築基準法施行例第77条及び第78条に規定されている以下の基準
	部位
	建築基準法施行令（第77条及び第78条）の規定（抜粋）

	床
	短辺方向において@200㎜以下（長辺方向において@300㎜以下）でかつ床版厚さの３倍以下

	柱
	柱の帯筋間隔は150㎜以下とする

	梁
	梁の肋筋間隔は梁の丈の3/4以下とする

	壁
	耐力壁の場合、縦筋間隔は300㎜以下とする






小規模ＲＣ造　共同住宅の場合の鉄筋探査箇所数（例）
	建物の階数
	地上１階／
　　地下０階
	地上２階／
　　地下０階
	地上３階／
　　地下０階
	地上２階／
　　地下１階

	最上階
	
	２階：８箇所
床柱梁壁×２
	３階：８箇所
床柱梁壁×２
	２階：８箇所
床柱梁壁×２

	中間階
	
	
	２階：８箇所
床柱梁壁×２
	１階：８箇所
床柱梁壁×２

	最下階
	１階：８箇所
床柱梁壁×２
	１階：８箇所
床柱梁壁×２
	１階：８箇所
床柱梁壁×２
	Ｂ１階：６箇所
床柱梁　(※２)×２

	検査箇所数計
	８箇所
	１６箇所
	24箇所
	２２箇所

	例タイプ
	（ａ）
	（ｂ）
	（ｃ）
	（ｄ）
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要領Ｄ：コンクリートの圧縮強度

	申込住宅の規模・構造
	大規模（ＲＣ造）

	使用する検査機器
	コア抜き

	準拠基準
	瑕疵保証検査基準第32条
ＪＩＳ　Ａ　1107（コンクリートからのコアの採取方法及び圧縮強度の不足）

	検査実施者
	非破壊検査会社

	検査部位・箇所数
	・検査部位
要領Ｂに従って実施した非破壊検査の結果、強度不足が見られた場合は、その部位の付近で、下記条件を満たす部位を抽出し、届出事業者の承認を得た後に試験体採取（コア抜き）を実施する。

ａ）ジャンカ、ひび割れ等の劣化が多い面は避ける。
ｂ）電気配管、給排水配管があるおそれの有る場所は避ける。
ｃ）電磁波レーダ法又は電磁誘導法により鉄筋の位置を把握し、コア抜きを行う。
ｄ）コア抜き部の補修仕上げ復旧は保険申込み事業者の負担で行うものとする。

・箇所数
コンクリート圧縮強度不足が見られた個所につき１本実施する。


	判定方法
	１）設計図書等がある場合は、設計図書に記載されているコンクリートの圧縮強度と照合する
２）設計図書等がない場合は、以下の基準による
３）圧縮強度試験は第３者機関にて行う

	建設年次
	～1957年
	～1962年
	～1972年
	1973年～

	材料強度
(Ｎ／mm２)
	13.5
	15.0
	18.0
	21.0


参考文献　財団法人日本建築防災協会発行
　　　　　　2001年改訂版　既存鉄筋コンクリート造建築物の耐震診断基準・同解説





















要領Ｅ：コンクリートの圧縮強度

	申込住宅の規模・構造
	大規模（ＲＣ造）：評価書等活用型住宅及び住戸型検査の場合

	使用する検査機器
	リバウンドハンマー

	準拠基準
	瑕疵保証検査基準第７条第７項２号及び第32条
ＪＩＳ　Ａ　1155（コンクリートの反発度の測定方法）

	検査実施者
	瑕疵保証検査員

	検査部位・箇所数
	・評価書等活用型住宅の場合
保険申込住宅の専用部分において、以下の部位を対象に検査を実施する。
・外壁：外周、バルコニー及び共用廊下から目視可能な外壁を１箇所
・内壁：構造耐力上主要な内壁を１箇所
ただし、当該専用部分で検査が実施できない場合、住棟内において、１箇所検査する。
・住戸型検査の場合
保険対象住戸にかかわらず、以下の部位を対象に検査を実施する。
・外壁：最下階及び最下階から数えて二の階で各一箇所ずつ。
ただし、当該階で検査が実施できない場合、住棟内のいずれかの階において、１箇所検査する。

なお、規定の検査箇所で検査が実施できない場合、住棟内の共用部分等（駐車場、機械室、電気室、倉庫）において１箇所検査を行うこととし、検査部位を変更した理由および変更先の部位を現場検査チェックシート別紙の備考欄に記載する。

	測定位置の選定と表面処理
	・測定位置の選定
測定は、コンクリート打放しで、表面組織が均一かつ平滑な平面部を選定し、豆板、空隙、露出している砂利等の部分、表面剥離、凹凸のある部分は避ける。また、部材の厚さは100mm以上とし、測定する際の位置は、部材の縁部から５０㎜以上離れた内部から選定する。測定面が濡れていたり、湿っていると反発度が小さくなるので、乾燥した面で測定すること。
なお、住宅の仕様によっては、構造耐力上主要な部位に全て仕上げが施されている場合があるが、仕上げ材を撤去してまで検査を行うことはしないこととする。
ユニットバスの天井点検口から検査できる範囲、パイプスペースやメーターボックス内部で検査できる範囲で検査を実施する場合は、配管等を破損しないように注意が必要である。

・表面処理
測定面に仕上げ層や上塗り層、凹凸や付着物がある場合は、研磨処理装置などで平滑に磨いて取り除き、コンクリート表面の粉末その他の付着物を拭き取ってから測定する。
なお、測定面の表面処理の補修復旧は登録事業者の負担で行うものとする。

	判定方法
	１）設計図書等がある場合は、設計図書に記載されているコンクリートの圧縮強度と照合する
２）設計図書等がない場合は、以下の基準による

	建設年次
	～1957年
	～1962年
	～1972年
	1973年～

	材料強度
(Ｎ／mm２)
	13.5
	15.0
	18.0
	21.0


参考文献　財団法人日本建築防災協会発行
　　　　　　2001年改訂版　既存鉄筋コンクリート造建築物の耐震診断基準・同解説



要領Ｅ－１：コンクリートの圧縮強度

	申込住宅の規模・構造
	大規模（Ｓ造）（住棟型・住戸型検査）の場合に実施する

	使用する検査機器
	リバウンドハンマー

	準拠基準
	瑕疵保証検査基準第７条第７項２号及び第32条
ＪＩＳ　Ａ　1155（コンクリートの反発度の測定方法）

	検査実施者
	瑕疵保証検査員

	検査部位・箇所数
	基礎立上り部分
　・南面及び北面の各１箇所で検査する。


	測定位置の選定と表面処理
	・測定位置の選定
測定は、コンクリート打放しで、表面組織が均一かつ平滑な平面部を選定し、豆板、空隙、露出している砂利等の部分、表面剥離、凹凸のある部分は避ける。また、部材の厚さは100mm以上とし、測定する際の位置は、部材の縁部から５０㎜以上離れた内部から選定する。測定面が濡れていたり、湿っていると反発度が小さくなるので、乾燥した面で測定すること。
なお、住宅の仕様によっては、構造耐力上主要な部位に全て仕上げが施されている場合があるが、仕上げ材を撤去してまで検査を行うことはしないこととする。
・表面処理
測定面に仕上げ層や上塗り層、凹凸や付着物がある場合は、研磨処理装置などで平滑に磨いて取り除き、コンクリート表面の粉末その他の付着物を拭き取ってから測定する。
なお、測定面の表面処理の補修復旧は登録事業者の負担で行うものとする。


	判定方法
	１）設計図書等がある場合は、設計図書に記載されているコンクリートの圧縮強度と照合する
２）設計図書等がない場合は、以下の基準による

	建設年次
	～1957年
	～1962年
	～1972年
	1973年～

	材料強度
(Ｎ／mm２)
	13.5
	15.0
	18.0
	21.0


参考文献　財団法人日本建築防災協会発行
　　　　　　2001年改訂版　既存鉄筋コンクリート造建築物の耐震診断基準・同解説



















２.３.５　リバウンドハンマーの操作方法

（１）使用する機種について
コンクリートの反発度を測定するリバウンドハンマーには、代表的なものとして｢NR形｣｢N形｣｢ND形｣の３種類があるが、当会社では｢NR形｣を採用する。
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	ＮＲ形
	最も一般的なタイプ
データが記録紙に印字される。
一人での連続した作業が可能。
データは記録紙を切取り、報告書に貼り付けて使用

	[image: C:\Users\Fujiwara\Pictures\SCHMIDT\カタログ用\7.jpg]








	Ｎ形
	置き針式タイプ（初期型）
データの記録ができないので、打撃ごとに反発値をメモする必要がある。
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	ＮＤ形
	デジタルタイプ
平均値処理、異常値削除、角度補正などあらゆる
補正処理が自動でできる。
強度換算式も選択し使用可能。
5,000点のデータ保存が可能。データはPCへ転送。




（２）リバウンドハンマーの測定原理
リバウンドハンマーは、内蔵されたハンマーでコンクリート表面を打撃し、跳ね返る高さ(反発度)を計測するものである。このため、コンクリート表面が硬いと反発度が高くなり、表面が柔らかいと反発度は低下する。測定単位はR（Rebound）、通称反発値、反発度ともいう。反発度はコンクリートの表面状態・測定方向・材齢などの影響を受けるため、これらを補正することにより、コンクリートの圧縮強度の推定制度は高めることができる。
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写真　シュミットハンマーの解剖図






（３）リバウンドハンマーによる反発度の測定及び圧縮強度推定の手順
以下①～⑪の手順で実施することとする。

①リバウンドハンマーの手配
評価書等活用型住宅で瑕疵保証検査員がコンクリートの反発度の測定が可能な住宅を受け付けた場合は、当会社の技術管理課に連絡し、リバウンドハンマーの貸出を依頼する。
後日、当会社より、リバウンドハンマー及び専用のテストアンビルFBA-Nが宅急便にて送付されてくる。

②リバウンドハンマーの点検(事務所内を想定)
検査の当日、専用のテストアンビルFBA-Nを用いて、リバウンドハンマーの精度確認を行う。
テストアンビルは収納ケースから出し、剛性の高いコンクリートの梁や柱の近くの平滑で水平な場所に置く。リバウンドハンマーを両手でしっかりと持ち、まっすぐ下向きにゆっくり押し込むとリバウンドハンマーの打撃が行われ、反発度が記録される。記録された数値がアンビルに貼ってある基準プレート又は検査証の判定基準の値から３％以内であることを確認する。
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写真　点検状況
写真　テストアンビル
写真　テストアンビル
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判定基準の３％以内で
あることを確認
測定値













写真　テストアンビルの検査証

写真　測定結果


③測定箇所の選定
　現場で検査を実施する際には、以下の点を考慮して測定箇所を決定する。

・部材の端部から５ｃｍ以上内側
・コンクリートの厚みが１０ｃｍ以上ある部材
・壁や柱を試験する時は床から１３０ｃｍ程度の高さの場所
・コンクリート表面の組織が、均一で平滑な場所を選ぶ。
・ハンマーを押し込む際、かなりの力を要するため、力を入れやすい場所が望ましい
・ジャンカや豆板、砂利、小石などが露出している場所、浮きおよび凹凸がある場所を避ける。
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図　測定箇所の選定イメージ


④コンクリート表面の処理
測定面に仕上げや塗装がある場合は、これを取り除き、コンクリート面を露出させ、平滑化および付着物の除去等の処置を行ってから測定する。また、測定面に凹凸や付着物がある場合は、付属のカーボランダムストーン（砥石）を使用して平滑にし、平滑にした際の粉末やその他の付着物を除去してから測定する。
[image: ][image: \\Ohw2-server\技術管理部\31個人情報管理\個人情報関連保管場所\22現場検査\検査忘れ\補完検査\20120928緑区三室マンション\20120928非破壊試験写真（若山）\Resized\P1220756.jpg]写真　標準セット











写真　カーボランダムストーン
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写真　使用状況


⑤測定開始
測定するコンクリート面に対し、シュミットハンマーの標準セットに付属しているテンプレートを使用し、チョークで９点マーキングする。測定前に数回の試し打ち(空打撃)を行い、機器が正しく作動することを確認する。チョークの部分で測定を行うと反発度が低くなるため、マーキングした部分を避け、測定面に対して垂直に打撃できるように両手で保持し、ゆっくりと押し込んで打撃する。外壁、内壁それぞれ９点の測定を行うため、測定結果が混同しないよう、各箇所で測定を行う際、事前に用紙に｢外壁｣などの記載をすることが望ましい。
[image: C:\My PageManager\docu0016.bmp][image: IMG_0098.JPG]写真-正しい測定姿勢










写真-測定点間のマーク
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写真-測定個所シート


なお、測定時には以下の点に留意すること。
・勢いよく押し込まない
勢いよく打撃すると反発度のばらつき及び故障の原因にとなる。
・早打ちをしない
先端のプランジャーがしっかりと伸び、カチッと音がするまで戻してから次の測定を行う。
・測定面に対し常に垂直に
先端のプランジャーを打撃面に垂直に当て、ゆっくりと押し込んで打撃する。
・☓箇所はシュミットハンマーの損傷を早めるため持たない。
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図　シュミットハンマーの取扱いイメージ



⑥平均値、異常値の処理
測定が完了したら、チェックシート別紙　第三面及び第五面に各測定点の反発度を記入し、９点の平均値を求める。平均値に対して20％以上のばらつきがある測定値は異常値とし、別の測定値を補うこととする。また、検査後に事務所において行う使用後点検において、測定値が判定基準値の３％を超える計測値となった場合も、測定結果は無効となる。

⑦含水補正
コンクリート表面が湿潤状態の場合、同じコンクリートを気乾状態で測定した場合と比較して反発度が小さくなる。このため、湿潤状態の場合はなるべく測定を避ける。やむを得ず、湿潤状態のコンクリート面で測定を実施する場合は、JIS A 1155に従い次の措置をとる。

・測定点が湿っていて、打撃痕が黒くなるような場合、反発値に「２」を加える。
・測定点が完全に濡れている場合、反発値に「５」を加える。

⑧角度補正
　リバウンドハンマーの測定値は重力の影響を受けるため、水平方向以外の向きで測定する場合は、測定された測定値に下表　に応じた補正値△Ｒを加えた値を反発値とする。

　R＝R0+⊿R
　　R　：補正後の反発値
　　R0：測定値
表　角度補正表
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⑨日本材料学会式に数値を代入し、圧縮強度を算出

一般的に採用され、長期材齢に基づいている換算式である日本材料学会式に反発値Ｒを代入して圧縮強度を推定する。

日本材料学会式　Ｆｃ＝１．２７Ｒ－１８　（N/mm2）

⑩リバウンドハンマーの点検(事務所内を想定)
　上述した②と同様の手順で点検を行い、点検結果をチェックシート別紙に記録する。なお測定値が判定基準値の３％を超える計測値となった場合、測定結果は無効となる。

⑪測定結果のまとめ
　測定結果をチェックシート別紙に記入、貼付等を行い、測定を完了する。

※材齢補正について
　材齢補正は現時点では考慮しないこととする。
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表２-２　構造別現場検査項目

1.1 幅0.5㎜以上のひび割れ

1.2 深さ20㎜以上の欠損

1.3 コンクリートの著しい劣化

1.4 さび汁を伴うひび割れ、欠損

1.5 鉄筋の露出

1.6 立上りの鉄筋間隔 1.9 コンクリート圧縮強度（大規模）

1.7 底盤の鉄筋間隔 －

－ 1.8 コンクリート圧縮強度（大規模） －

1.10 著しい蟻害・腐朽等又は腐食 －

2.1 著しいひび割れ、劣化又は欠損 －

2.2 著しい蟻害・腐朽等又は腐食 －

3.1 著しいひび割れ、劣化又は欠損

3.2 6/1000以上の勾配の傾斜

3.3 著しい沈み 3.5 床スラブの鉄筋間隔

3.4 著しい蟻害・腐朽等又は腐食 －

4.1 著しいひび割れ、劣化又は欠損

4.2 柱の6/1000以上の勾配の傾斜 4.3 柱の著しい傾斜

4.4 梁の著しいたわみ 4.6 柱及び梁の鉄筋間隔

4.5 著しい蟻害・腐朽等又は腐食 －

5.1 シーリング材の破断又は欠損

5.2 建具の周囲の隙間又は建具の著しい開閉不良

5.3 軒裏天井の雨漏りの跡 5.12 幅0.5㎜以上のひび割れ

5.4 外壁等下地材まで達するひび割れ、欠損、浮き、はらみ又は剥落（仕上共通） 5.13 深さ20㎜以上の欠損

5.5 著しい蟻害・腐朽等又は腐食 5.14 コンクリートの著しい劣化

5.6 複数の仕上材にまたがったひび割れ又は欠損（乾式仕上） 5.15 さび汁を伴うひび割れ、欠損

5.7 金属の著しい錆び又は化学的侵食（乾式仕上） 5.16 鉄筋の露出

5.8 複数の仕上材にまたがったひび割れ又は欠損（タイル仕上（湿式工法）） 5.17

下地材まで達するひび割れ、欠損、浮

き、はらみ又は剥落

5.9 仕上材の著しい浮き（タイル仕上（湿式工法）） 5.18

複数のタイルにまたがったひび割れ

又は欠損

5.10 仕上材の著しい浮き（塗壁仕上等） 5.19 仕上材の著しい浮き

5.11 5.4～5.10に準じる劣化事象等（その他の仕上げ） 5.20 外壁の鉄筋間隔

－ － 5.21 コンクリート圧縮強度（大規模）

6.1 支持部材又は床の著しいぐらつき、ひび割れ又は劣化（ＲＣ造の場合はさび汁、エフロレッセンス又は鉄筋の露出含む）

6.2 防水層の著しいひび割れ、劣化、若しくは欠損又は水切り金物等の不具合 －

6.3 著しい蟻害・腐朽等又は腐食 －

7.1 屋根葺き材の著しい破損、ずれ、ひび割れ、劣化、欠損、浮き又ははがれ（勾配屋根）

7.2 防水層の著しいひび割れ、劣化、若しくは欠損又は水切り金物等の不具合（陸屋根）

8.1 雨漏りの跡

8.2 内壁下地材まで達するひび割れ、欠損、浮き、はらみ又は剥落 8.5 幅0.5㎜以上のひび割れ

8.3 6/1000以上の勾配の傾斜 8.6 深さ20㎜以上の欠損

8.4 著しい蟻害・腐朽等又は腐食 8.7 コンクリートの著しい劣化

－ － 8.8 さび汁を伴うひび割れ、欠損

－ － 8.9 鉄筋の露出

－ － 8.10 コンクリート圧縮強度（大規模）

9.1 雨漏りの跡

9.2 天井下地材まで達するひび割れ、欠損、浮き、はらみ又は剥落 9.4 コンクリートの著しい劣化

9.3 著しい蟻害・腐朽等又は腐食 9.5 さび汁を伴うひび割れ、欠損

－ － 9.6 鉄筋の露出

10.1 雨漏りの跡 －

10.2 著しいひび割れ、劣化又は欠損 －

10.3 著しい蟻害・腐朽等又は腐食 －

8 内壁

9 天井

10 小屋組

5

外壁

及び

軒裏

6

ﾊﾞﾙｺﾆｰ

及び

共用廊下

7 屋根

2 土台・床組

3 床

4 柱及び梁

1 基礎

部位

構造（すべてにまたがっている確認項目は共通項目）

木造 Ｓ造 ＲＣ造等
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表２－３　省略できる瑕疵保証検査項目

鉄筋探査 コンクリート強度

非破壊検査

（コンクリート）

通常（住棟型検査）

原則無し

基礎の劣化事象

有りの場合実施

（調査不要）

－ －

通常（住戸型検査）

原則無し

基礎の劣化事象

有りの場合実施

（調査不要）

－

共用部分の

屋根

評価書等活用型

（調査不要） （調査不要）

－

共用部分の

屋根・外壁

通常（住棟型検査）

基礎立上り・底盤

（調査不要）

－ －

通常（住戸型検査）

基礎立上り・底盤

（調査不要）

－

共用部分の

屋根

評価書等活用型

（調査不要） （調査不要）

－

共用部分の

屋根・外壁

通常（住棟型検査）

原則無し

基礎の劣化事象

有りの場合実施

（調査不要）

－ －

通常（住戸型検査）

（調査不要） （調査不要）

－

共用部分の

屋根

評価書等活用型

（調査不要） （調査不要）

－

共用部分の

屋根・外壁

通常（住棟型検査）

基礎立上り・底盤

基礎立上り

南面・北面

－ －

通常（住戸型検査）

（調査不要）

基礎立上り

南面・北面

省略

共用部分の

屋根

評価書等活用型

（調査不要）

外壁・内壁

（対象住戸）※１

省略

共用部分の

屋根・外壁

通常（住棟型検査）

原則無し

基礎の劣化事象

有りの場合実施

（調査不要）

－ －

通常（住戸型検査）

（調査不要） （調査不要） 省略

共用部分の

屋根

評価書等活用型

（調査不要） （調査不要） 省略

共用部分の

屋根・外壁

通常（住棟型検査）

床、柱、梁、外壁

（最下階、中間階、

最上階）

外壁・内壁

（最下階、中間階、

最上階）

－ －

通常（住戸型検査）

（調査不要）

外壁各１箇所

（最下階、最下階

から二の階）※２

省略

共用部分の

屋根

評価書等活用型

（調査不要）

外壁・内壁

（対象住戸）※３

省略

共用部分の

屋根・外壁

注：「住戸型検査」は共同住宅である場合に限る。

　　「評価書等活用型」は保険申込区分によるものであり、「通常」住宅に適用されるものではない。

※１　Ｓ造の場合、対象住戸の内壁・外壁は非コンクリートのため調査不要とする。

※２　当該階で検査が実施できない場合、住棟内のいずれかの階において、１箇所検査する。

※３　当該専用部分で検査が実施できない場合、住棟内において、１箇所検査する。

ＲＣ造

大規模

小規模

大規模

共同住宅で

長期修繕計画

がある場合

小規模

大規模

小規模

非破壊検査の内容

申込区分 規模 構造

平成11年5月1日以降

の確認済証

木造

Ｓ造
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機19条・39条

機10条・38条

機15条・16条

機38条

機10条・38条

機10条・38条

部位

構造・規模

確認項目 検査方法 準拠基準

・仕上等

目視 計測



5.5 著しい蟻害・腐朽等又は腐食 目視 5

外壁及び

軒裏

5.3 軒裏天井の雨漏り跡

木

造

・

S

造

打診 触診

仕上共通

複数の仕上材にまたがったひび割れ又

は欠損

5.6 目視 計測

乾式仕上

目視



5.7 金属の著しい錆び又は化学的侵食 目視 計測



5.4

外壁等下地材まで達するひび割れ、欠

損、浮き、はらみ又は剥落
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機33条

機33条

機32条

機4条（7）

機32条

機4条（7）

機32条

準拠基準

・仕上等

5

外壁及び

軒裏

5.20

5.22

5.24

部位

構造・規模

確認項目 検査方法

R

C

造

小規模

大規模

大規模

共同住宅

コンクリート圧縮強度

（最下階、中間階、最上階）

瑕疵保証検査員

非破壊検査会社

瑕疵保証検査員

瑕疵保証検査員

非破壊検査会社

コンクリート圧縮強度

（評価書等活用型）

5.23

コンクリート圧縮強度

（住戸型検査）

鉄筋の本数及び間隔

（最下階、中間階、最上階）

5.21

鉄筋の本数及び間隔

（最下階、中間階、最上階）
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機6条・38条

機25条

機6条・38条

機25条

機6条・38条

機25条

機6条・38条

機25条

機6条・38条

機25条

木造・Ｓ造

ＲＣ造

目視



1.5 鉄筋の露出 目視 計測



1.3 コンクリートの著しい劣化 目視 打診



目視 計測



1.2 深さ20㎜以上の欠損 目視 計測



1基礎

1.1 幅0.5㎜以上のひび割れ

1.4 さび汁を伴うひび割れ、欠損

部位

構造・規模

確認項目 検査方法 準拠基準

・仕上等
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機17条・38条

機17条・38条

機38条

機32条

機15条・16条

機38条

準拠基準

・仕上等

立上りの縦筋間隔

1.8 コンクリート圧縮強度

1.10 著しい蟻害・腐朽等又は腐食

部位

構造・規模

確認項目 検査方法

目視 打診 触診

1基礎

木造・Ｓ造

Ｓ造（大規模）

木造・Ｓ造

ＲＣ造（大規模） 非破壊検査会社

瑕疵保証検査員

瑕疵保証検査員

瑕疵保証検査員

1.9 コンクリート圧縮強度

1.7 底盤の鉄筋間隔

1.6
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機7条・38条

機15条・16条

機38条

部位

構造・規模

確認項目 検査方法 準拠基準

・仕上等

2.2 著しい蟻害・腐朽等又は腐食

目視 計測



目視 打診 触診

2

土台・

床組

木造・Ｓ造

2.1 著しいひび割れ、劣化又は欠損
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機8条・38条

機26条

機8条・38条

機26条

機8条・38条

機15条・16条

機38条

機33条

機33条

部位

構造・規模

確認項目 準拠基準

・仕上等

検査方法

3.1 著しいひび割れ、劣化又は欠損 目視 計測



目視 計測



3.3 著しい沈み 目視 計測



3床

3.2 6/1,000以上の勾配の傾斜

3.4 著しい蟻害・腐朽等又は腐食

木造・Ｓ造

RC造

木造・Ｓ造
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表２-5　通常の住宅における非破壊検査の内容及び実施者

【非破壊検査実施者】 【非破壊検査実施者】

検査対象部位 検査対象部位

小規模 原則無し

【瑕疵保証検査員】要領Ａ

基礎に係る劣化事象等があったときに

限り、張り間方向及びけた行方向の立

ち上がり部分の各一箇所及び底盤部分

の一箇所を調査する。

無

大規模 有

【瑕疵保証検査員】要領Ａ

張り間方向及びけた行方向の立ち上が

り部分の各一箇所及び底盤部分の一箇

所を調査すること。

無

小規模 原則無し

【瑕疵保証検査員】要領Ａ

基礎に係る劣化事象等があったときに

限り、張り間方向及びけた行方向の立

ち上がり部分の各一箇所及び底盤部分

の一箇所を調査する。

無

大規模 有

【瑕疵保証検査員】要領Ａ

張り間方向及びけた行方向の立ち上が

り部分の各一箇所及び底盤部分の一箇

所を調査すること。

有

【瑕疵保証検査員】要領Ｅ－１

基礎（立ち上がり部分を含む。）について、

南面及び北面の各一箇所を調査する。

小規模 原則無し

【瑕疵保証検査員】要領Ｃ－１

基礎に係る劣化事象等があった場合、

最下階、中間階及び最上階において、

床・柱・梁・外壁のそれぞれ２箇所を

調査すること。

無

大規模 有

【検査会社】要領Ｃ

最下階、中間階及び最上階において、

床・柱・梁・外壁のそれぞれ２箇所を

調査すること。

有

【検査会社】要領Ｂ

最下階、中間階及び最上階において、基礎・

内壁・外壁のそれぞれ南面及び北面の各一箇

所を調査すること。

表２-6　評価書等活用型住宅及び住戸型検査における非破壊検査の内容及び実施者

【非破壊検査実施者】 【非破壊検査実施者】

検査対象部位 検査対象部位

小規模 無 無

大規模 有

住戸型検査

【瑕疵保証検査員】要領Ａ

張り間方向及びけた行方向の立ち上が

り部分の各一箇所及び底盤部分の一箇

所を調査すること。

無

小規模 無 無

大規模 無 有

評価書等活用型

【瑕疵保証検査員】要領Ｅ

保険申込住宅の専用部分における外壁、内壁

において一箇所ずつ調査する。※１

（対象部位が無い場合省略できる）



住戸型検査

【瑕疵保証検査員】要領Ｅ－１

基礎（立ち上がり部分を含む。）について、

南面及び北面の各一箇所を調査する。

小規模 無 無

大規模 無 有

評価書等活用型

【瑕疵保証検査員】要領Ｅ

保険申込住宅の専用部分における外壁、内壁

において一箇所ずつ調査する。※１



住戸型検査

【瑕疵保証検査員】要領Ｅ

最下階及び最下階から数えて二の階の外壁に

おいて一箇所ずつ調査する。※２

※１　当該専用部分で検査が実施できない場合、住棟内において、１箇所検査する。

※２　当該階で検査が実施できない場合、住棟内のいずれかの階において、１箇所検査する。
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表1-１　住宅の規模及び検査機関の属性に応じた検査内容

検査機関

事務機関

（現場検査員）

非破壊検査

会社

住宅保証機構 備考

登録住宅性能評価機関 瑕疵保証検査

（統括事務機関） ＋非破壊検査※１

登録住宅性能評価機関 瑕疵保証検査

（統括以外の事務機関） ＋非破壊検査※１

登録住宅性能評価機関 瑕疵保証検査

（事務機関以外） ＋非破壊検査※１

現場検査

＋非破壊検査※１

瑕疵保証検査

瑕疵保証検査を実施する者が

＋非破壊検査※１

状況調査技術者※２である場合

現場検査

瑕疵保証検査を実施する者が

＋非破壊検査※１

状況調査技術者※２でない場合

現場検査

＋非破壊検査※１

登録住宅性能評価機関 瑕疵保証検査

（統括事務機関） ＋非破壊検査立会

登録住宅性能評価機関 瑕疵保証検査

（統括以外の事務機関） ＋非破壊検査立会

登録住宅性能評価機関 瑕疵保証検査

（事務機関以外） ＋非破壊検査立会

現場検査

＋非破壊検査立会

瑕疵保証検査

瑕疵保証検査を実施する者が

＋非破壊検査立会

状況調査技術者※２である場合

現場検査

瑕疵保証検査を実施する者が

＋非破壊検査立会

状況調査技術者※２でない場合

現場検査

＋非破壊検査立会

登録住宅性能評価機関 瑕疵保証検査

（統括事務機関） ＋非破壊検査

登録住宅性能評価機関 瑕疵保証検査

（統括以外の事務機関） ＋非破壊検査

登録住宅性能評価機関 瑕疵保証検査

（事務機関以外） ＋非破壊検査

現場検査

＋非破壊検査

瑕疵保証検査

瑕疵保証検査を実施する者が

＋非破壊検査

状況調査技術者※２である場合

現場検査

瑕疵保証検査を実施する者が

＋非破壊検査

状況調査技術者※２でない場合

現場検査

＋非破壊検査

※１検査項目1.1～1.5において劣化事象等が確認できた場合に限り実施

※２既存住宅状況調査技術者（国の登録を受けた講習機関が実施した講習を受講し登録された建築士）
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